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第１節 計画策定の趣旨と背景 

 

１ 計画策定の趣旨 

内閣府の「令和２年版高齢社会白書」によると、令和元年 10 月１日現在の高齢者人口は

3,589万人となり、高齢化率は 28.4％となっています。そのうち 75歳以上人口は 1,849万

人で、総人口に占める割合は 14.7％となり、65～74歳人口の 1,740万人、13.8%を上回っ

ています。 

本市における、令和２年 10 月１日現在の高齢者人口は 12,388 人、高齢化率は 34.7％に

達しており、すでに市民の３人に１人が高齢者となっています。そのうち 65～74 歳人口は

6,119 人で、総人口に占める割合は 17.2%となっています。また、75 歳以上人口は 6,269

人で、総人口に占める割合は 17.6%となり、65～74歳人口を上回っています。 

本市では、平成 12 年度の介護保険制度の開始以降、７期にわたって高齢者福祉計画及び介

護保険事業計画を策定してきました。 

平成 30 年度から令和２年度までを計画期間とした第７期匝瑳市高齢者福祉計画・介護保険

事業計画（以下、「第７期計画」という。）においては、団塊の世代が 75歳以上となる令和７年

（2025 年）を見据え、第６期で重点的に取り組んできた地域包括ケアシステム構築をさらに

推進するため、モデル地域の設定による生活支援体制整備を促進し、中長期的な視野に立った施

策を展開してきました。 

しかしながら、それらの取り組みによって課題が解決されたとは言えず、今後、一人暮らし高

齢者や高齢夫婦世帯、認知症高齢者の増加が見込まれる等の理由により、介護サービスの需要と

多様化の必要性がますます高まることが予測されます。 

また、団塊ジュニア世代が 65 歳以上となる令和 22 年（2040 年）に向けては、人口構成

の高齢化が進み、介護ニーズが高いとされている 85 歳以上の人口が急速に増加することが見

込まれます。 

こうしたことから、短期的には令和７年（2025 年）を見据え地域包括ケアシステムの充実

を引き続き図り、中長期的には令和 22 年（2040 年）を見据え介護サービス基盤を整備する

ための取組を推進することにより、計画の基本理念である「地域で共に支えあい 高齢者の笑顔

があふれるまち」を実現するため、令和３年度から令和５年度までの３年間を計画期間とする

「第８期匝瑳市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」（以下「本計画」という。）を策定します。  
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２ 計画策定の背景 

（１）地域共生社会の実現のための法改正 

今後、高齢化が一層進む中で、高齢者の地域での生活を支える地域包括ケアシステムは、高

齢者介護、障害福祉、児童福祉、生活困窮者支援等の制度・分野の枠や、「支える側」、「支え

られる側」という従来の関係を超えて、人と人、人と社会がつながり、一人ひとりが生きがい

や役割を持ち、助け合いながら暮らしていくことのできる地域共生社会の実現に向けた中核

的な基盤となり得るものです。 

地域共生社会の実現に向けては、平成 29年に「地域包括ケアシステムの強化のための介護

保険法等の一部を改正する法律」により社会福祉法（昭和 26年法律第 45号）が改正され、

地域住民と行政等が協働し、公的な体制による支援とあいまって、地域や個人が抱える生活課

題を解決していくことができるよう、「我が事・丸ごと」の包括的な支援体制を整備すること

が市町村の努力義務とされました。 

これまで、介護保険制度においても、地域包括ケアシステムを推進する観点から、共生型サ

ービスの創設のほか、生活支援や介護予防、認知症施策等の地域づくりに関係する取組を進め

てきましたが、「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律」（令和２年

法律 52 号）においては、令和 22 年（2040 年）を見据えて、また、地域共生社会の実現

を目指して、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の包括的な支援体制

の構築の支援、地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の促進、医

療・介護のデータ基盤の整備の推進、介護人材確保及び業務効率化の取組の強化、社会福祉連

携推進法人の創設等、社会福祉法等に基づく社会福祉基盤の整備と介護保険制度の一体的な

見直しが行われました。 

 

■地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律（令和２年法律第 52号）の概要 

改正の趣旨 

地域共生社会の実現を図るため、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な福祉
サービス提供体制を整備する観点から、市町村の包括的な支援体制の構築の支援、地域の特性に応じた
認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進、医療・介護のデータ基盤の整備の推進、介護人材
確保及び業務効率化の取組の強化、社会福祉連携推進法人制度の創設等の所要の措置を講ずる。 

改正の概要 

○地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の包括的な支援体制の構築の支援 
【社会福祉法、介護保険法】 

○地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進 
【介護保険法、老人福祉法】 

○医療・介護のデータ基盤の整備の推進 
【介護保険法、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律】 

○介護人材確保及び業務効率化の取組の強化 
【介護保険法、老人福祉法、社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律】 

○社会福祉連携推進法人制度の創設 
【社会福祉法】 
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（２）第８期介護保険事業計画の基本指針 

介護保険法第 116条において、厚生労働大臣は地域における医療及び介護の総合的な確保

の促進に関する法律に規定する総合確保方針に即して、介護保険事業に係る保険給付の円滑

な実施を確保するための基本的な指針を定めることとされています。 

都道府県及び市町村は、基本指針に即して、３年を１期とする都道府県介護保険事業支援計

画及び市町村介護保険事業計画を定めることとされており、基本指針は計画作成上のガイド

ラインの役割を果たしています。 

本計画においては、第７期計画での目標や具体的な施策を踏まえ、令和７年（2025 年）

を目指した地域包括ケアシステムの整備、更に現役世代が急減する令和 22 年（2040 年）

の双方を念頭に、高齢者人口や介護サービスのニーズを中長期的に見据えることについて計

画に位置付けることが求められています。 

 

■第８期計画の基本指針 

第８期計画において記載を充実する事項 

１ 令和７年（2025 年）・令和 22年（2040年）を見据えたサービス基盤、人的基盤の整備 
２ 地域共生社会の実現 
３ 介護予防・健康づくり施策の充実・推進 
４ 有料老人ホームとサービス付き高齢者向け住宅に係る都道府県・市町村間の情報連携の強化 
５ 認知症施策推進大綱を踏まえた認知症施策の推進 
６ 地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び業務効率化の取組の強化 
７ 災害や感染症対策に係る体制整備 
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第２節 計画の性格と位置づけ 

 

１ 根拠法令等 

高齢者福祉計画は、老人福祉法第 20 条の８の規定による市町村老人福祉計画で、本市にお

いて確保すべき高齢者福祉事業の量の目標を定め、供給体制の確保を図るものです。 

介護保険事業計画は、介護保険法第 117条の規定による市町村介護保険事業計画で、本市に

おける要介護者等の人数、要介護者のサービスの利用意向等を勘案し、必要なサービス量を見込

み、介護サービスを提供する体制を確保する等、介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施に資

することを目的としたものです。 

この２つの計画は整合性をもって作成される必要があるため、計画期間・見直し時期ともに同

一とし、３か年を計画期間として一体的に策定します。 

 

２ 関連計画との関係 

本計画は、「匝瑳市総合計画」、「匝瑳市地域福祉計画」等の関連計画との整合を図るとともに、

「千葉県高齢者保健福祉計画」との調和に留意することにより、総合的な医療・福祉・介護に関

わる計画として策定しました。 

また、計画の一部を、市町村の介護給付等に要する費用の適正化に関し、市町村が取り組むべ

き施策に関する事項及びその目標を定める「市町村介護給付適正化計画」として位置付けるとと

もに、市町村の区域における成年後見制度の利用の促進に関する施策を定める「市町村成年後見

制度利用促進基本計画」として位置付けます。 

 

■他計画との連携 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【市社協】 地域福祉活動計画 

・ 

 

 

・ 匝瑳市障害者計画 

・ 匝瑳市障害福祉計画 等 

千葉県高齢者保健福祉計画 

匝
瑳
市
総
合
計
画 

匝
瑳
市
地
域
福
祉
計
画 

第８期 匝瑳市 

高齢者福祉計画 介護保険事業計画 

（そうさスマイルシニアプラン） 

広域的なサービス量の調整等 

地域福祉の理念の共有 
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３ 計画の期間 

本計画の期間は、令和３年度から令和５年度までの３年間です。 

ただし、団塊の世代が後期高齢者となる令和７年（2025年）、現役世代が急減する令和 22

年（2040 年）を見据えた中長期的な視点を持つものであるとともに、法制度の改正や社会情

勢等の状況に応じて随時見直し・改善を図ることができるものとします。 

 

■計画の期間 

  

平成 平成 平成 平成 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和
27 28 29 30 元 2 3 4 5 6 7 8 12 17 22

団塊の世代が

後期高齢者に

年度 … … …

第６期計画 第７期計画 第８期計画

令和７年（2025年）・令和22年（2040年）を見据えた中長期の目標設定

第９期計画
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第３節 計画の策定体制 

 

１ 介護保険運営協議会による検討 

高齢者福祉事業・介護保険事業の運営には、幅広い関係者の協力を得て、地域の実情に応じた

ものとすることが求められるため、被保険者代表者、保健、医療又は福祉に関する学識経験者等

による、「匝瑳市介護保険運営協議会」を設置しています。 

また、介護保険事業計画により示される介護給付等対象サービス量の水準は、介護保険料にも

影響を与えることになることから、介護保険事業計画を作成しようとするときは、あらかじめ被

保険者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとされています。 

そのため、本計画の策定にあたって、「匝瑳市介護保険運営協議会」において、各種施策等の

計画内容を協議・検討し、意見や要望の集約を図りました。 

 

２ 計画策定への市民参加 

本計画の策定にあたって、高齢者やその介護者の実態や課題、意見や要望等を把握するため

に、一般高齢者を対象とした「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」（以下「ニーズ調査」とい

う。）及び在宅の要支援・要介護認定者を対象とした「在宅介護実態調査」を実施し、計画策定

の基礎資料としました。 

 

３ パブリックコメントの実施 

より多くの市民の意見を反映させるため、令和３年１月６日から令和３年２月５日までパブ

リックコメントを実施しました。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 匝瑳市の高齢者等の現状 
  



 

（扉裏） 
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第１節 人口と世帯の状況 

 

１ 人口動態 

本市では 0～14 歳の年少人口と 15～64 歳の生産年齢人口が減少する一方で、65 歳以上

の高齢者人口は増加を続けています。令和２年の高齢者人口割合（高齢化率）は 34.7％となっ

ており、市民の３人に１人は高齢者となっている状況です。 

 

■匝瑳市の人口推移 

 

 

本市の高齢者人口の推移を年齢階層別にみると、75歳以上の後期高齢者が過半数を占めてお

り、特に 85歳以上の高齢者は一貫して増加を続けています。 

 

■匝瑳市の年齢階層別高齢者人口の推移 

 

 

4,112 3,978 3,832 3,701 3,564

21,617 21,113 20,586 20,161 19,722

12,113 12,218 12,342 12,389 12,388

37,842 37,309 36,760 36,251 35,674

32.0% 32.7% 33.6% 34.2% 34.7%

0%

10%

20%

30%

40%

0人

20,000人

40,000人

60,000人

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年

資料：住民基本台帳（各年９月末現在）

65歳以上

15-64歳

0-14歳

高齢人口割合

5,886 5,950 6,051 6,056 6,119

4,027 3,996 4,002 3,975 3,887

2,200 2,272 2,289 2,358 2,382

12,113 12,218 12,342 12,389 12,388

51.4% 51.3% 51.0% 51.1% 50.6%

0%

20%

40%

60%

0人

5,000人

10,000人

15,000人

20,000人

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年

資料：住民基本台帳（各年９月末現在）

85歳以上

75-84歳

65-74歳

75歳以上の割合
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２ 人口構成 

本市の人口構成を人口ピラミッドでみると、令和２年９月末現在では 65～74歳の前期高齢

者と 40歳代を中心とした二つの膨らみをもつかたちとなっています。 

以前はピラミッド型であった人口構造は、さらなる高齢化及び少子化により、逆ピラミッド型

へと変化していくことが予測されます。 

 

■匝瑳市の人口ピラミッド 

 

  

502

641

704

779

760

736

830

1,039

1,137

1,386

1,168

1,231

1,310

1,515

1,589

971

724

467

253

2,000 1,500 1,000 500 0

0-4歳

5-9歳

10-14歳

15-19歳

20-24歳

25-29歳

30-34歳

35-39歳

40-44歳

45-49歳

50-54歳

55-59歳

60-64歳

65-69歳

70-74歳

75-79歳

80-84歳

85-89歳

90歳以上男性

（人）

399

616

702

763

628

647

671

882

995

1,177

1,077

1,201

1,305

1,416

1,599

1,128

1,064

912

750

0 500 1,000 1,500 2,000

女性

資料：住民基本台帳（令和２年９月末現在・総人口35,674人）
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３ 高齢者のいる世帯の状況 

本市の高齢者を含む世帯は、年々増加しており、平成 27年では世帯総数の 58.7％にあたる

7,435世帯に高齢者がいる状況です。 

また、高齢独居世帯、高齢夫婦世帯いずれについても、年々増加しており、平成 27年では高

齢独居世帯は 1,346世帯、高齢夫婦世帯は 1,207世帯となっています。 

 

■匝瑳市の世帯数の推移 

 

※高齢夫婦世帯は世帯員が夫婦のみの世帯のうち、夫及び妻の年齢が 65 歳以上の世帯 

資料：地域包括ケア「見える化」システム 

 

国及び県と比較すると、本市の高齢者を含む世帯の割合は国及び県を上回っています。 

一方で、高齢者を含む世帯での割合をみると、本市ではその他の高齢者世帯が過半数を占めて

おり、高齢独居世帯及び高齢夫婦世帯の割合は国及び県よりも低くなっています。 

 

■匝瑳市と国・県の高齢者を含む世帯数・構成比（平成 27 年） 

 

 

  

709 世帯 894 世帯 1,019 世帯 1,207 世帯

(11.0%) (13.1%) (14.4%) (16.2%)

762 世帯 924 世帯 1,146 世帯 1,346 世帯

(11.8%) (13.6%) (16.2%) (18.1%)

7,435 世帯

(52.0%) (53.8%) (55.0%) (58.7%)

全世帯数

（一般世帯数）

高齢者を含む世帯
（全世帯数に占める割合）

高齢独居世帯
（高齢者を含む世帯に占める割合）

高齢夫婦世帯

（高齢者を含む世帯に占める割合）

平成27年平成22年平成17年平成12年

12,423 世帯 12,667 世帯 12,845 世帯 12,673 世帯

6,460 世帯 6,814 世帯 7,069 世帯

高齢者を含む世帯
（全世帯数に占める割合）

53,331,797 世帯 2,604,839 世帯 12,673 世帯

国 千葉県 匝瑳市

21,713,308 世帯

全世帯数
（一般世帯数）

(58.7%)

7,435 世帯

(40.7%)

1,028,003 世帯

(39.5%)

27.3 25.1 18.1

24.2 26.0
16.2

48.5 48.9
65.7

0%

20%

40%

60%

80%

100%

国 千葉県 匝瑳市
資料：地域包括ケア「見える化」システム

その他の高齢者世帯

高齢夫婦世帯

高齢独居世帯
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第２節 介護保険事業の状況 

 

１ 被保険者数の推移 

本市の介護保険被保険者数（住民基本台帳ベースの概数）は年々減少しています。 

被保険者の種類別にみると、平成 30年以降は第１号被保険者（65歳以上）が第２号被保険

者（40～64歳）の数を上回っています。 

 

■匝瑳市の介護保険被保険者数の推移 

 

 

２ 要支援・要介護認定者数の推移 

本市の第１号被保険者（65歳以上）の要支援・要介護認定者数は年々増加しています。認定

率についても年々上昇し、令和２年に 17.4％となっています。 

第２号被保険者（40～64歳）の要支援・要介護認定者数は約 50～60人で推移しています。 

 

■匝瑳市の要支援・要介護認定者数の推移 

 

12,839 12,604 12,326 12,155 11,987

12,113 12,218 12,342 12,389 12,388

24,952 24,822 24,668 24,544 24,375

0人

10,000人

20,000人

30,000人

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年

資料：住民基本台帳（各年９月末現在）

第１号被保険者

（65歳以上）

第２号被保険者

（40-64歳）

64 60 55 50 49

1,887 1,979 2,007 2,112 2,156

1,951 2,039 2,062 2,162 2,205

15.6% 16.2% 16.3% 17.0% 17.4%

0.5% 0.5% 0.4% 0.4% 0.4%

-120%

-100%

-80%

-60%

-40%

-20%

0%

20%

40%

0人

1,000人

2,000人

3,000人

4,000人

5,000人

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年

資料：介護保険事業状況報告（各年９月末現在）

第１号被保険者

（65歳以上）

第２号被保険者

（40-64歳）

第１号被保険者認定率

第２号被保険者認定率
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要介護度別にみると、本市では要介護１が最も多く、令和２年では 503人で全体の 22.8％

となっています。 

また、要介護３以上の人数を合計すると令和２年は 874人で、全体の 39.6％となっていま

す。 

要支援認定者（要支援１・２）の人数は、増加傾向にあり、令和２年は 504人で、全体の 

22.８％となっています。 

 

■匝瑳市の要支援・要介護認定者数の推移（要介護度別・構成比） 

 

【構成比】 

 

  

221 265 254 260 296

206 189 219 235 208

460 508 469 519 503

301
300 332 301 324

272
291 314 339 360

295
279 294 289 298196
207 180

219 2161,951
2,039 2,062

2,162 2,205

0人

500人

1,000人

1,500人

2,000人

2,500人

3,000人

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援２

要支援１

11.3 13.0 12.3 12.0 13.4

10.6 9.3 10.6 10.9 9.4

23.6 24.9 22.7 24.0 22.8

15.4 14.7 16.1 13.9 14.7

13.9 14.3 15.2 15.7 16.3

15.1 13.7 14.3 13.4 13.5

10.0 10.2 8.7 10.1 9.8

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年

資料：介護保険事業状況報告（各年９月末現在）

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援２

要支援１
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３ 調整済み認定率の比較 

本市の調整済み認定率（性・年齢調整を行い、同じ人口構成と仮定したもの）は 16.2％で、

国及び県より低いものの、隣接する近隣市町と比較すると高くなっています。 

調整済み認定率の分布をみると、軽度認定率は国及び県より低く、重度認定率は国及び県と同

率となっています。 

 

■隣接自治体及び国・県との比較（調整済み認定率） 

 

 

■隣接自治体及び国・県との比較（調整済み重度認定率と軽度認定率の分布） 

 

 

2.1 1.4 1.5 1.7 1.4 2.4 2.6

1.6
1.5 2.0 0.9 2.3

2.3 2.6

3.8
3.3

3.2
2.8

2.5

3.7 3.7

2.3
2.7 2.7

2.2
3.1

3.1
3.2

2.6
2.3 2.1

2.1

2.4

2.5
2.42.2

2.3 2.1

1.9

2.4

2.3 2.31.6
1.5 1.2

1.1

1.6

1.6
1.716.2

15.0 14.9

12.9

15.6

17.9
18.5

0%

5%

10%

15%

20%

匝瑳市 旭市 香取市 多古町 横芝光町 千葉県 全国

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援２

要支援１

資料：地域包括ケア「見える化」システム（令和元年度）

全国千葉県匝瑳市

旭市

香取市

多古町

横芝光町

5%

5.5%

6%

6.5%

7%

7% 8% 9% 10% 11% 12% 13%

調
整
済
み
重
度
認
定
率
（要
介
護
３
～
要
介
護
５
）

調整済み軽度認定率（要支援１～要介護２）

資料：地域包括ケア「見える化」システム（令和元年度）
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４ 認知症高齢者数の推移 

本市の認知症高齢者数（認知症高齢者自立度Ⅱ以上の要支援・要介護認定者）は、増加傾向に

あり、令和元年では 1,579人となっています。 

なお、認知症高齢者自立度Ⅱは、日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎通の困難

さが多少見られても、誰かが注意していれば自立して生活できる状態です。 

 

■匝瑳市の認知症高齢者数の推移 

 

  

1,292 1,345
1,459

1,579 1,579

0人

500人

1,000人

1,500人

2,000人

2,500人

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

資料：地域包括ケア「見える化」システム（各年10月末）

認知症高齢者数
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５ 介護給付費の推移 

本市の介護給付費は、年々増加しており、令和元年度では28億5,800万円となっています。 

給付費の伸び率は、平成 27 年度から平成 28 年度にかけて減少していますが、予防給付の

一部が地域支援事業費に移行したことが主な要因であり、実質的な給付費は緩やかに増加して

います。 

 

■匝瑳市の介護給付費の推移 

 

 

サービス区分別にみると、施設サービスの給付費が年々増加しており、令和元年度は在宅サー

ビスを上回り、13億 6,800万円で全体の 47.9％となっています。 

 

■匝瑳市の介護給付費の推移（サービス区分別） 

 

  

2,655,689 2,652,137 2,714,482 2,755,956 2,858,422
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資料：地域包括ケア「見える化」システム

総給付費

前年度伸び率

※端数処理の関係で合計があわないことがあります。以降同じ。

1,302,062 1,324,111 1,310,233 1,301,654 1,329,045

170,553 159,809 167,983 163,375 160,753

1,183,074 1,168,217 1,236,266 1,290,927 1,368,624

2,655,689 2,652,137 2,714,482 2,755,956 2,858,422

44.5% 44.0% 45.5% 46.8% 47.9%
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資料：地域包括ケア「見える化」システム

施設サービス

居住系サービス

在宅サービス

施設サービスの

割合
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なお、本市の在宅及び居住系サービスの受給者１人あたり給付月額は、国及び県より低くなっ

ており、令和元年度では 11万 2,727円となっています。 

 

■受給者１人あたり給付月額（在宅及び居住系サービス） 

 

 

６ 受給者数・受給率の推移 

 

（１）施設サービス 

施設サービスの受給者数は増加傾向にあり、令和元年度は 5,701人となっています。 

受給率は国及び県より高くなっています。 

 

■受給者数・受給率の推移（施設サービス） 

 

  

116,178
117,649

125,301
128,185 128,900

119,636
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129,024 129,429

108,849
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資料：地域包括ケア「見える化」システム
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資料：地域包括ケア「見える化」システム
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全国

千葉県

匝瑳市

【受給者数】

【受給率】



20 

（２）居住系サービス 

居住系サービスの受給者数は 700人台で推移しており、令和元年度は 730人となってい

ます。 

受給率は国及び県より低くなっています。 

 

■受給者数・受給率の推移（居住系サービス） 

 

 

（３）在宅サービス 

在宅サービスの受給者数は平成 28 年度をピークに減少していましたが、令和元年度は増

加に転じ 12,486人となっています。 

受給率は県と同程度の割合となっています。 

 

■受給者数・受給率の推移（在宅サービス） 

 

  

749 717 739 760 730

1.2% 1.2% 1.2%
1.3% 1.3%

1.0% 1.0% 1.0% 1.0%
1.1%

0.5% 0.5% 0.5% 0.5% 0.5%

-1%

0%

1%

0人

1,000人

2,000人

3,000人

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

資料：地域包括ケア「見える化」システム

匝瑳市

全国

千葉県

匝瑳市

【受給者数】

【受給率】

12,780 13,195
12,141 12,111 12,486

10.6% 10.5%
9.9% 9.6% 9.8%

8.6% 8.3% 8.1% 8.1% 8.3%

8.9% 9.1%
8.3% 8.2% 8.5%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

0人

10,000人

20,000人

30,000人

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

資料：地域包括ケア「見える化」システム

匝瑳市

全国

千葉県

匝瑳市

【受給者数】

【受給率】



 

21 

第３節 調査からみる匝瑳市の現状 

 

１ 調査概要 

本計画を策定するにあたり、本市の高齢者の日常生活の状況、心身の状態、介護予防に対する

意識、在宅介護の状況、福祉・介護保険事業に関する意見等をうかがい、計画づくりの参考資料

として活用するためにアンケート調査を実施しました。 

 

■調査設計 

区分 調査対象 調査方法 調査期間 

介護予防・日常生活
圏域ニーズ調査 

要介護認定（要介護１～５）を
受けていない65歳以上の方
（無作為抽出） 

郵送配布・郵送回収 
令和2年2月3日～ 
令和2年2月21日 

在宅介護実態調査 

在宅で生活している要支援・要
介護認定を受けている方のう
ち、調査期間内に更新申請及
び区分変更申請に伴う認定調
査を行った方 

介護認定調査員による 
聞き取り調査 

令和元年9月17日～ 
令和2年4月30日 

 

■配布・回収状況 

区分 配布数 有効回収数 有効回収率 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 2,000 人 1,391 人 69.6％ 

在宅介護実態調査 - 237人 - 

 

■調査結果について 

○【n=***】という表記は、その項目の有効回答者数で、比率算出の基礎となります。 

○回答は、各項目の回答該当者数を基数とした回答率（％）で示しています。 

○回答率は、小数点第２位を四捨五入しているため、合計が 100.0％にならない場合があります。 

○複数回答可の項目では、その項目に対して有効な回答をした者の数を基数として比率算出を行ってい

るため、回答率の合計は 100.0％を超えることがあります。 

○説明文及びグラフで、選択肢の語句を一部簡略化して表しています。 
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２ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

（１）生活機能の低下リスクについて 

厚生労働省の「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査実施の手引き」に基づき、判定された生

活機能の低下リスクの該当状況をみると、全体では「認知機能」のリスク該当者割合が 46.9%

で最も多くなっています。以下「うつ傾向」が 39.3%、「転倒」が 36.5%、「口腔機能」が

24.0％等となっています。 

年齢階層が高いほどリスク該当者割合が高くなる傾向がみられ、80歳以上の階層で「認知

機能」のリスク該当者が過半数を占めるほか、85歳以上の階層では「転倒」が 52.8％、「閉

じこもり」が 54.5％を占めています。 

 

■生活機能の低下リスク該当者割合 

 

 

  

46.9

39.3 36.5

24.0 22.7
18.3

1.4
0%

20%

40%

60%

認知機能 うつ傾向 転倒 口腔機能 閉じこもり 運動器機能 低栄養

※無回答による判定不能は分析対象外

全体【n=1,391】

認知機能 うつ傾向 転倒 口腔機能 閉じこもり 運動器機能 低栄養

全体【n=1,391】 46.9% 39.3% 36.5% 24.0% 22.7% 18.3% 1.4%

65-69歳【n=312】 37.5% 41.4% 30.8% 20.4% 12.9% 6.3% 0.0%

70-74歳【n=361】 45.1% 37.9% 28.6% 20.1% 16.4% 10.9% 0.9%

75-79歳【n=290】 47.1% 37.2% 38.1% 23.8% 16.3% 16.8% 1.1%

80-84歳【n=209】 51.0% 37.8% 42.6% 27.6% 25.0% 25.7% 2.8%

85歳以上【n=206】 59.4% 42.9% 52.8% 33.7% 54.5% 47.3% 3.5%
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（２）地域での活動について 

会・グループ等への参加は、「町内会・自治会」が 30.8%で最も多く、以下「収入のある仕

事」が 30.0%、「趣味関係のグループ」が 26.6%等となっています。 

地域づくりの参加意向（是非参加したい・参加してもよい）は、参加者としては 51.0％、

企画・運営者（世話役）としては 32.5％となっています。 

 

■会・グループ等への参加状況 

Ｑ．あなたは下記のような会・グループに参加していますか（１つ） 

 
 

■地域づくりへの参加意向 

Ｑ．地域住民の有志によって、健康づくり活動や趣味等のグループ活動を行って、いきいきした地域
づくりを進めるとしたら、あなたはその活動に参加したいと思いますか（１つ） 

 

 

 

14.6

19.2

26.6

7.4

5.9

13.3

30.8

30.0

68.4

65.3

59.2

75.1

77.1

71.8

52.8

55.3

17.0

15.5

14.1

17.4

17.0

15.0

16.4

14.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ボランティアのグループ

スポーツ関係のグループやクラブ

趣味関係のグループ

学習・教養サークル

介護予防のための通いの場

老人クラブ

町内会・自治会

収入のある仕事

【n=1,391】

参加している 参加していない 無回答

※「参加している」は、「週４日以上」～「年に数回」と回答した割合の合計

是非参加したい
8.9%

参加しても

よい
42.1%

参加したく

ない
36.4%

既に参加

している
5.9%

無回答
6.7%

≪参加者として≫

【n=1,391】

是非参加したい
3.0%

参加しても

よい
29.5%

参加したく

ない
54.9%

既に参加

している
4.3%

無回答
8.3%

≪企画・運営者（世話役）として≫

【n=1,391】
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（３）助け合いについて 

心配事や愚痴を聞いてくれる人は、「配偶者」が 46.4%で最も多くなっています。以下、

「友人」が 39.5%、「兄弟姉妹・親戚・親・孫」が 38.2%等となっています。 

病気の際の看病や世話をしてくれる人は、「配偶者」が 49.7%で最も多くなっています。

以下、「同居の子ども」が 37.3%、「別居の子ども」が 29.2%等となっています。 

家族や友人・知人以外で、何かあったときに相談する相手は、「医師・歯科医師・看護師」

が 27.2%で最も多くなっています。以下、「地域包括支援センター・役所」が 12.1%、「社

会福祉協議会・民生委員」が 11.9%等となっています。一方、39.7％は「そのような人はい

ない」と回答しています。 

 

■あなたとまわりの人の助け合い 

Ｑ．あなたとまわりの人の「たすけあい」についておうかがいします（いくつでも） 

  

 

■家族や友人・知人以外で、何かあったときに相談する相手 

Ｑ．家族や友人・知人以外で、何かあったときに相談する相手を教えてください（いくつでも） 

 

 

 

 

46.4

39.5

38.2

29.8

28.5

14.7

1.9

4.7

3.9

0% 20% 40% 60%

配偶者

友人

兄弟姉妹・親戚・親・孫

別居の子ども

同居の子ども

近隣

その他

そのような人はいない

無回答

【n=1,391】

≪心配事や愚痴を聞いてくれる人≫

49.7

37.3

29.2

23.1

3.7

1.4

1.9

7.0

4.4

0% 20% 40% 60%

配偶者

同居の子ども

別居の子ども

兄弟姉妹・親戚・親・孫

友人

近隣

その他

そのような人はいない

無回答

【n=1,391】

≪看病や世話をしてくれる人≫

27.2

12.1

11.9

7.5

5.4

5.1

39.7

12.9

0% 20% 40% 60%

医師・歯科医師・看護師

地域包括支援センター・役所

社会福祉協議会・民生委員

ケアマネジャー

自治会・町内会・老人クラブ

その他

そのような人はいない

無回答

【n=1,391】
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（４）健康について 

現在の健康状態は、「とてもよい」が 10.7%、「まあよい」が 65.4%で、合わせると 76.1％

となっています。 

また、現在の幸福感については、幸福度が高いと分類される「８点」以上は 38.6％となっ

ています。 

健康状態が「とてもよい」と回答した方は、幸福度「10点」が 36.2％で最も多く、「８点」

以上が 72.4%を占めています。 

一方、健康状態が悪くなるにしたがって、「４点以下」が多くなっており、健康状態が「よ

くない」と回答した方は 43.2％となっています。 

 

■現在の健康状態          ■現在の幸福感 

Ｑ．現在のあなたの健康状態はいか
がですか（１つ） 

Q．あなたは、現在どの程度幸せですか（数量） 

  

 

■現在の健康状態別の幸福感割合 

 

 

とてもよい
10.7%

まあよい
65.4%

あまりよく

ない
16.5%

よくない
3.2%

無回答
4.2%

【n=1,391】

0.9 0.7 0.9
3.4 2.9

24.2

9.7
12.1

19.6

6.9

12.1

6.8

0%

10%

20%

30%

【n=1,391】

8.8

1.4

5.8

19.3

43.2

24.2

8.7

25.2

34.1

31.8

9.7

8.7

10.5

10.0

2.3

12.1

6.0

14.1

12.7

0.0

19.6

25.5

22.9

10.5

4.5

6.9

10.7

7.7

3.9

2.3

12.1

36.2

11.0

5.2

6.8

6.8

2.7

2.7

4.4

9.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体【n=1391】

とてもよい【n=149】

まあよい【n=910】

あまりよくない【n=229】

よくない【n=44】

4点以下 5点 6点 7点 8点 9点 10点 無回答
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（５）認知症について 

認知症の症状がある、または家族に認知症の症状がある人がいるかについて、「はい」が

9.7％、「いいえ」が 82.8％となっています。 

認知症に関する相談窓口を知っているかについては、「はい」が 22.8％、「いいえ」が 69.3％

となっています。 

 

■認知症の症状の有無             ■認知症の相談窓口の認知度 

Ｑ．認知症の症状がある、または家族に認知症
の症状がある人がいますか（１つ） 

Ｑ．認知症に関する相談窓口を知っていますか
（１つ） 

  

 

（６）健康維持について 

健康を維持するために必要だと思うことは、「栄養バランス」が 52.1％で最も多く、以下、

「転倒・骨折予防」が 42.5％、「ストレッチ・筋力トレーニング」が 37.6％、「腰痛・膝痛

予防」が 35.5％等となっています。 

 

■健康維持のために必要なこと 

Ｑ．あなたが健康を維持するために必要と思われることは何ですか（３つまで） 

 

 

 

はい
9.7%

いいえ
82.8%

無回答
7.5%

【n=1,391】

はい
22.8%

いいえ
69.3%

無回答
7.9%

【n=1,391】

52.1

42.5

37.6

35.5

29.5

19.4

4.2

8.3

0% 20% 40% 60%

栄養バランス

転倒・骨折予防

ストレッチ・筋力トレーニング

腰痛・膝痛予防

認知症予防

口腔ケア

その他

無回答

【n=1,391】
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（７）利用してみたい高齢者福祉サービス 

利用してみたい高齢者福祉サービスは、「移送・送迎サービス」が 29.1％で最も多く、以

下、「買い物支援」が 26.4％、「安否確認・見守りサービス」が 16.2％、「つどいの場」が

14.5％等となっています。 

 

■利用してみたい高齢者福祉サービス 

Ｑ．あったら利用してみたい高齢者福祉サービスは何ですか（３つまで） 

 

  

29.1

26.4

16.2

14.5

13.9

12.2

11.1

29.6

0% 20% 40%

移送・送迎サービス

買い物支援

安否確認・見守りサービス

つどいの場

家事代行サービス

配食サービス

その他

無回答

【n=1,391】



28 

３ 在宅介護実態調査 

（１）在宅で介護を担っている家族や親族 

家族や親族から介護を受けている割合（週１回未満～ほぼ毎日）は 91.1％となっています。

主な介護者は、「子」が 50.0％で最も多く、次いで、「配偶者」が 25.0％となっており、年

齢は、「60代」以上が 65.8％となっています。 

また、過去１年間で、介護している家族や親族が離職した割合は 6.1％となっています。 

 

■家族や親族からの介護            ■主な介護者 

Ｑ．ご家族やご親族の方からの介護は、週にどの
くらいありますか（１つ） 

Ｑ．主な介護者の方は、どなたですか（１つ） 

  

 

■主な介護者の年齢              ■介護を理由に退職した家族や親族 

Q．主な介護者の方の年齢について、ご回答くだ
さい（１つ） 

Ｑ．ご家族やご親族の中で、ご本人の介護を主な
理由として、過去１年の間に仕事を辞めた方
はいますか（いくつでも） 

 
 

  

ない
8.0% 週１回未満

5.9%

週１～２回
13.1%

週３～４回
6.3%ほぼ毎日

65.8%

無回答
0.8%

【n=237】

配偶者
25.0%

子
50.0%

子の配偶者
15.7%

孫
1.4%

兄弟・姉妹
2.3%

その他
4.6%

無回答
0.9%

【n=216】

50歳未満
2.8%

50代
27.3%

60代
36.6%

70代
14.8%

80歳以上
14.4%

わからない
2.3%

無回答
1.9%

【n=216】

5.6

0.5

0.5

0.0

81.0

5.1

7.4

0% 50% 100%

主な介護者が仕事を

辞めた（転職除く）

主な介護者以外の家族・親族が

仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者が転職した

主な介護者以外の家族・親族が

転職した

介護のために仕事を辞めた

家族・親族はいない

わからない

無回答

【n=216】
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（２）家族や親族による介護の状況 

主な介護者が行っている介護等は、「その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）」、「外出の付き

添い、送迎等」、「食事の準備（調理等）」、がいずれも 80％以上を占めています。 

一方、主な介護者が不安に感じる介護等については、「認知症状への対応」が 33.3％で最

も多くなっています。以下、「外出の付き添い、送迎等」が 26.6％、「その他の家事（掃除、

洗濯、買い物等）」が 22.4％、「夜間の排泄」が 21.1％等となっています。 

 

■現在行っている介護             ■不安に感じる介護 

Ｑ．現在、主な介護者の方が行っている介護等
について、ご回答ください（いくつでも） 

Ｑ．現在の生活を継続していくにあたって、主
な介護者の方が不安に感じる介護等につい
て、ご回答ください（いくつでも） 

 

 

 

  

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

外出の付き添い、送迎等

食事の準備（調理等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

服薬

衣服の着脱

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

日中の排泄

認知症状への対応

屋内の移乗・移動

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

その他

わからない

無回答

85.2

81.0

80.6

75.0

60.6

41.7

31.5

30.6

24.5

24.1

23.1

22.7

19.0

6.0

0.5

0.0

0.5

0% 100%
【n=216】

≪現在行っている介護≫

認知症状への対応

外出の付き添い、送迎等

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

夜間の排泄

日中の排泄

入浴・洗身

食事の準備（調理等）

屋内の移乗・移動

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

服薬

食事の介助（食べる時）

衣服の着脱

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

33.3

26.6

22.4

21.1

20.7

20.7

19.0

18.1

17.7

14.8

10.1

8.0

5.9

5.5

5.1

3.4

9.3

9.3

0% 100%
【n=237】

≪不安に感じる介護≫
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（３）就労している家族や親族について 

主な介護者のうち、「フルタイム勤務」が 27.4％、「パートタイム勤務」が 19.8％で、計

47.2％が就労しており、仕事と介護の両立について、「続けていくのは、かなり難しい」が

3.6％、「続けていくのは、やや難しい」が 7.1％となっています。 

仕事と介護の両立に効果のある勤め先からの支援としては、「介護休業・介護休暇等の制度

の充実」が 22.3％、「制度を利用しやすい職場づくり」が 19.6％、「労働時間の柔軟な選択

（フレックスタイム制等）」と「介護をしている従業員への経済的な支援」が 13.4％等とな

っています。 

 

■主な介護者の勤務形態            ■主な介護者の仕事と介護の両立 

Ｑ 主な介護者の方の現在の勤務形態について、
ご回答ください（１つ） 

Ｑ 主な介護者の方は、今後も働きながら介護
を続けていけそうですか（１つ） 

  

 

■仕事と介護の両立に効果のある勤め先からの支援 

Ｑ．主な介護者の方は、勤め先からどのような支援があれば、仕事と介護の両立に効果があると思い
ますか（３つまで） 

 

フルタイム

勤務
27.4%

パートタイム

勤務
19.8%

働いていない
44.7%

主な介護者に

確認しないと、

わからない
3.4%

無回答
4.6%

【n=237】

問題なく、

続けていける
21.4%

問題はあるが、

何とか続けていける
48.2%

続けていくのは、

やや難しい
7.1%

続けていくのは、

かなり難しい
3.6%

主な介護者に確認し

ないと、わからない
11.6%

無回答
8.0%

【n=112】

22.3

19.6

13.4

13.4

8.9

1.8

0.9

0.0

16.1

25.0

14.3

5.4

0% 20% 40%

介護休業・介護休暇等の制度の充実

制度を利用しやすい職場づくり

労働時間の柔軟な選択（フレックスタイム制等）

介護をしている従業員への経済的な支援

仕事と介護の両立に関する情報の提供

介護に関する相談窓口・相談担当者の設置

働く場所の多様化（在宅勤務・テレワーク等）

その他

自営業・フリーランス等のため、勤め先はない

特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

【n=112】
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（４）在宅生活を継続するための支援について 

施設等への入所・入居の検討状況について、「検討していない」が 63.3％を占めています。 

在宅生活を継続するために必要な支援・サービスは、「移送サービス（介護・福祉タクシー

等）」が 25.7％で最も多くなっています。以下、「外出同行（通院、買い物等）」が 16.9％、

「見守り、声かけ」が 15.6％、「配食」が 13.5％等となっています。 

 

■施設等の検討状況 

Ｑ．現時点での、施設等への入所・入居の検討状況について、ご回答ください（１つ） 

 

 

■在宅生活を継続するための支援 

Ｑ．今後の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービスについて、ご回答ください（いくつでも） 

 

  

入所・入居は

検討していない
63.3%

入所・入居を

検討している
24.5%

すでに入所・入居

申し込みをしている
6.8%

無回答
5.5%

【n=237】

25.7

16.9

15.6

13.5

12.2

10.5

9.7

8.4

6.8

3.0

35.0

15.2

0% 20% 40%

移送サービス（介護・福祉タクシー等）

外出同行（通院、買い物等）

見守り、声かけ

配食

買い物（宅配は含まない）

調理

掃除・洗濯

サロン等の定期的な通いの場

ゴミ出し

その他

特になし

無回答

【n=237】
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第４節 高齢者を取り巻く主な課題 

 

１ 介護予防・重度化防止 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査及び在宅介護実態調査（以下、「アンケート調査」という。）

によると、本市の高齢者の生活機能の低下リスクの該当状況は、「認知機能」が５割弱、「うつ傾

向」と「転倒」が４割弱、「口腔機能」と「閉じこもり」が２割強等となっており、年齢階層が

高いほどリスク該当者割合が高くなる傾向がみられます。 

また、「認知機能」の低下リスクについては、他のリスク該当割合よりも高く、後期高齢者の

増加に伴い、さらに有リスク者が多くなることが予測されます。 

このような加齢に伴う心身の機能低下のリスクの上昇や、高齢化及び生活環境の変化による

独居高齢者の増加が予測されることから、介護予防・重度化防止や閉じこもり防止、食事の機会

の提供等、一体的な取組が求められます。 

 

２ 社会参加・生きがいづくり 

アンケート調査によると、会・グループへの参加状況は、「町内会・自治会」と「収入のある

仕事」が３割、「趣味関係のグループ」が３割弱等となっています。 

また、地域づくりへの参加意向（是非参加したい・参加してもよい）は、参加者としては５割

強、企画・運営者（世話役）としては３割強となっています。 

社会参加や生きがいづくりの一つとして地域づくりへの参加を促進するため、地域資源の情

報提供やコーディネートなど参加しやすい環境づくりが求められます。 

 

３ 地域での支え合い・助け合い 

本市の高齢者を含む世帯は世帯数、構成比ともに増加しており、高齢独居世帯、高齢夫婦世帯

いずれについても増加している状況です。 

アンケート調査によると、心配事や愚痴を聞いてくれる人は、「配偶者」や「友人」等身近な

人が多くなっていますが、家族や友人・知人以外の相談相手は、４割強が「そのような人はいな

い」と回答しています。 

今後、高齢独居世帯や高齢夫婦世帯等、支援を必要とする高齢者世帯の増加が予測されること

から、身近な地域における相談しやすい体制の整備や、地域での支え合い・助け合いの仕組みづ

くりが求められます。 
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４ 在宅生活の継続 

アンケート調査によると、在宅の要支援・要介護認定者のうち、９割弱が家族や親族からの介

護を受けており、介護者の年齢は 60 歳以上が７割弱を占めていることから、多くが老老介護

の状況にある、又は将来的に老老介護となることが予測されます。 

また、６割強が施設等への入所・入居を検討していない状況で、今後の在宅生活の継続に必要

と感じる支援・サービスについては、「移送サービス（介護・福祉タクシー等）」や「外出同行（通

院、買い物等）」、「見守り、声かけ」が多く挙げられています。 

認定を受けていない高齢者においても、「移送・送迎サービス」や「買い物支援」、「安否確認・

見守りサービス」のニーズが比較的高くなっており、将来的に生活に不安を抱える高齢者への支

援策の検討が求められます。 

 

５ 介護者の負担軽減 

在宅の要支援・要介護認定者の主な介護者は、半数近くが就労している状況です。 

そのうち、仕事と介護の両立を続けていける主な介護者（問題なく、問題はあるが）が７割弱

を占めていますが、問題の有無に着目すると６割弱が問題を抱えている状況にあります。 

主な介護者が不安に感じることとしては、「認知症状への対応」が最も多く、今後 75歳以上

の後期高齢者の増加に伴い、認知症高齢者も増加していくことが予測されることから、認知症に

なっても安心して生活できるよう、認知症の高齢者と家族を温かく見守る地域づくりを推進し

ていくことが求められます。 

また、「外出の付き添い、送迎等」や「その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）」、「日中及び夜

間の排泄」等も不安として多く挙げられており、介護者の不安を解消するとともに適切なサービ

ス提供や支援につなげるための取組が求められます。 
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第５節 第７期計画の総括 

 

１ 地域包括ケアシステムの構築 

地域の医療機関や介護関係者等との在宅医療と介護連携の推進、地域ケア会議の開催による

困難事例や自立支援といった地域課題への対応、生活支援体制整備事業により市の第１層協議

体に位置付けられる「匝瑳市地域支え合い推進会議」の設置を図る等、高齢者が地域で暮らし続

けることができるよう、地域包括ケアシステムの構築の推進に努めました。 

今後、ますます増大する介護需要に対応し、高齢者が住み慣れた地域で安心して生きがいを持

って生活を継続できるよう、中長期的な視点を踏まえ、既存の施策の充実や関係機関との連携を

さらに強化するとともに、身近な地域における生活支援体制の整備を図る等、地域包括ケアシス

テムを引き続き深化・推進する必要があります。 

 

 

■地域包括ケアシステムの姿 
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２ 介護予防の推進と高齢者の生きがいづくり 

本市では、より身近な地域できめ細かな支援を行うため、令和元年度に「匝瑳市西部地域包括

支援センター」を飯倉に設置し、「匝瑳市地域包括支援センター」（高齢者支援課内）との２か所

体制とし、医療、介護、福祉の包括的支援に努めました。 

また、調理が困難な一人暮らし等の高齢者への配食サービス、介護に関する知識や技術等を学

ぶための家族介護教室等、高齢者やその家族等への支援に努めました。 

一方で、新型コロナウイルス感染症の感染予防のため、通いの場や各種行事等が中止される状

況となり、高齢者の介護予防や閉じこもり防止への影響が懸念されています。 

今後は、引き続き市内２か所の地域包括支援センターによる介護予防や相談支援等を推進す

るとともに、高齢者の社会参加や生きがいづくりを充実する必要があります。 

取組の推進にあたっては、地域の実情を踏まえるとともに、「新しい生活様式」を取り入れる

等、新型コロナウイルス感染症等の感染拡大防止に配慮することが求められます。 

 

３ 高齢者を見守るまちづくり 

高齢者虐待防止に関する意識啓発や対応体制の整備、認知症の状態に応じた適切なサービス

の提供、成年後見制度の周知及び利用促進、高齢者等あんしん見守りネットワーク事業等に取り

組み、高齢者の安全・安心の確保に努めました。 

今後は、「市町村成年後見制度利用促進基本計画」に基づき成年後見制度の利用促進に取り組

む等高齢者の権利擁護を推進するとともに、防災・防犯や消費者被害、成年後見制度等の高齢者

の安全・安心に関する情報について、関係機関及び住民全体に広く周知されることを目指し、地

域全体での高齢者を支援していくネットワークを構築していく必要があります。 

 

４ 介護保険サービスの充実 

介護保険施設の整備や介護給付等費用の適正化等によるサービスの提供基盤の整備、介護人

材の確保や育成、低所得者の保険料軽減の拡充等による費用負担の公正化に取り組み、介護保険

サービスを安心して利用できる体制と仕組みづくりの推進に努めました。 

今後は、団塊の世代が 75歳以上の後期高齢者となる令和 7年（2025年）と現役世代が急

減し団塊ジュニア世代が高齢者となる令和 22 年（2040 年）を見据え、介護保険サービスと

生活支援サービスの充実に取り組んでいく必要があります。 

 



 

（白紙）  



 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 計画の基本的な考え方 
  



 

（扉裏） 
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地域で共に支えあい 高齢者の笑顔があふれるまち 

第１節 計画の基本理念 

 

 

＜基本理念＞ 

 

 

 

 

 

 

 

現在、団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年（2025 年）を目途に、高齢者が可能な限り

住み慣れた地域で、健康で、生きがいを感じながら、自分らしく、自立して暮らすことができる

よう、住まい、医療、介護、介護予防、自立した日常生活の支援が包括的に確保される地域包括

ケアシステムの構築を推進しているところです。 

今後、団塊ジュニア世代が 65歳以上となり、高齢人口がピークを迎え、現役世代の減少が顕

著になると予測される令和 22 年（2040 年）に向けて、介護サービス基盤の整備を進めると

ともに、制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や

地域の多様な主体が『我が事』として参画し、「人と人」「人と資源」が世代や分野を超えて『丸

ごと』つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく地域共生

社会の実現に向けた取組を推進する必要があります。 

 

本市では、令和元年度に「第２次匝瑳市総合計画（基本構想・前期基本計画）」を策定しまし

た。同総合計画基本構想では、健康・福祉・医療・介護の各分野が連携しながら、地域全体で一

人ひとりの状況に応じたきめ細かな支援ができる環境づくりに努め、生涯にわたって健康や生

きがいを感じ、安心して暮らすことのできるまちづくりを推進するとして、健康・福祉・医療・

介護分野の基本目標は「生きがいに満ち、笑顔があふれるまちをつくる」と定めています。 

 

本計画では、第２次匝瑳市総合計画の考え方を踏まえ、これまでの基本理念を引き継ぎなが

ら、高齢者が自らの能力と活力を十分に発揮し、住み慣れた地域で個人の尊厳が守られながら自

立した生活を送ることができる地域社会の構築を目指します。 
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第２節 計画の基本目標 

 

１ 自立した生活を支える地域づくり 

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けていけるよう、医療と介護の連携や関係機関との連携

強化を図るとともに、生活支援体制の充実・強化を行います。 

また、重要性が高まっている、看取りや認知症、災害、感染症等への対応に関する取組を進め、

さらなる在宅医療・介護連携の推進に努めます。 

 

２ 介護予防の推進と高齢者の生きがいづくり 

高齢者が住み慣れた地域で自分らしくいきいきとした生活を送ることができるよう、介護予

防・重度化防止、生活支援の充実、通いの場や生きがいづくりの場の創出等に取り組みます。 

また、介護離職の防止や家族介護者の負担軽減を図るため、在宅継続に向けた家族介護者への

支援を行います。 

 

３ 高齢者を見守るまちづくり 

高齢者が地域で安心・安全に暮らしていけるよう、一人暮らし高齢者の見守りネットワークの

構築、高齢者虐待防止の推進等を図るとともに、高齢者が地域の多世代と交流しながら健康でア

クティブな生活を送ることのできるまちづくりを推進します。 

また、今後全国的に増加が見込まれる認知症高齢者やその家族が安心して生活することがで

きるよう、国の基本指針や「認知症施策推進大綱」を踏まえ、認知症に対する理解の促進や権利

擁護等に努め、地域全体で認知症高齢者を支えていく支援体制の充実を図ります。 

 

４ 介護保険サービスの充実 

今後も介護給付費は年々増加することが見込まれるため、適正に要介護認定を行うとともに、

適切なケアマネジメント及びサービス提供ができるよう、介護給付の適正化に努めます。 

また、利用者の多様なニーズに対応できるよう、サービス提供に必要となる介護人材の確保及

び資質の向上並びに業務の効率化及び質の向上に努めます。 
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第３節 施策体系 

 

基本目標１ 
自立した生活を支える地域づくり 

施策 

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けていける
よう、医療と介護の連携や関係機関との連携強化
を図るとともに、生活支援体制の充実・強化を行
います。 
また、重要性が高まっている、看取りや認知症、

災害、感染症等への対応に関する取組を進め、さ
らなる在宅医療・介護連携の推進に努めます。 

１ 在宅医療と介護連携の推進 
２ 関係機関との連携強化 
３ 生活支援体制整備の推進 

基本目標２ 
介護予防の推進と高齢者の生きがいづくり 

施策 

高齢者が住み慣れた地域で自分らしくいきいき
とした生活を送ることができるよう、介護予防・
重度化防止、生活支援の充実、通いの場や生きが
いづくりの場の創出等に取り組みます。 
また、介護離職の防止や家族介護者の負担軽減

を図るため、在宅継続に向けた家族介護者への支
援を行います。 

１ 介護予防・生活支援サービス事業の充実 
２ 適切な介護予防サービス計画 

及び介護予防ケアマネジメント 
３ 一般介護予防事業の充実 
４ 高齢者への生活支援の充実 
５ 介護家族に対する支援の充実 
６ 社会参加の促進 
７ 生きがいづくりの推進 

基本目標３ 
高齢者を見守るまちづくり 

施策 

高齢者が地域で安心・安全に暮らしていけるよ
う、一人暮らし高齢者の見守りネットワークの構
築、高齢者虐待防止の推進等を図るとともに、高
齢者が地域の多世代と交流しながら健康でアクテ
ィブな生活を送ることのできるまちづくりを推進
します。 
また、今後全国的に増加が見込まれる認知症高

齢者やその家族が安心して生活することができる
よう、国の基本指針や「認知症施策推進大綱」を
踏まえ、認知症に対する理解の促進や権利擁護等
に努め、地域全体で認知症高齢者を支えていく支
援体制の充実を図ります。 

１ 高齢者虐待の防止等高齢者の権利擁護の推進 
２ 認知症施策の推進 
３ 成年後見制度の周知と利用促進 
４ 一人暮らし高齢者を見守る仕組みづくり 
５ 安心・安全対策の推進 
６ 匝瑳市版生涯活躍のまちの推進 

基本目標４ 
介護保険サービスの充実 

施策 

今後も介護給付費は年々増加することが見込ま
れるため、適正に要介護認定を行うとともに、適
切なケアマネジメント及びサービス提供ができる
よう、介護給付の適正化に努めます。 
また、利用者の多様なニーズに対応できるよう、

サービス提供に必要となる介護人材の確保及び資
質の向上並びに業務の効率化及び質の向上に努め
ます。 

１ 介護保険サービス提供基盤の充実 
２ 介護支援専門員へのサポートの充実 
３ 介護人材の育成・確保 
４ 低所得者への負担軽減 
５ 介護給付等費用の適正化 
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第４節 日常生活圏域の設定 

 

介護保険法による「日常生活圏域」は、高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を送ることが

できるよう、地域の特性に応じて設定し、その圏域毎に必要な介護サービスを提供する施設の整

備とそのサービス見込量等を設定することが必要となります。 

「日常生活圏域」は、地理的条件、人口、交通事情等の社会的条件、介護保険サービス等を提

供するための施設状況等を総合的に勘案し、「１圏域」として設定します。 

なお、本市では、より身近な地域できめ細かな支援を行うため、令和元年度から市内に２か所

の地域包括支援センターを設置し、住まい、医療、介護、予防、生活支援サービスの切れ目ない

提供に努めています。 

 

 

  

ピンク色…匝瑳市地域包括支援センター

水 色…匝瑳市西部地域包括支援センター

特別養護老人ホーム太陽の家

守医院

匝瑳市役所

特別養護老人ホーム瑞穂園

九十九里ホーム病院

特別養護老人ホーム松丘園

ユニットケア松丘園

介護老人保健施設ミス・ヘンテ記念ケアセンター

匝瑳市野栄総合支所

社会福祉法人匝瑳市社会福祉協議会

特別養護老人ホーム花園

国保匝瑳市民病院

匝瑳市介護老人保健施設

そうさぬくもりの郷

いいぐら

ようかいちば

飯倉駅前特別養護老人ホームシオン

藤田病院

匝瑳市地域包括支援センター

匝瑳市西部地域包括支援センター

相談担当区域
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第５節 将来推計 

 

１ 人口の推計 

本市の住民基本台帳を基に、コーホート変化率法※により算出した推計人口をみると、本市の

総人口は年々減少し、計画最終年の令和５年には 33,984人となることが見込まれます。 

65歳以上の高齢者人口は令和４年をピークに減少に転じますが、年少人口と生産年齢人口が

一貫して減少することに伴い、高齢化率は増加を続け、令和 17年には 40％を超え、令和 22

年（2040年）には 44.2%に達する見通しです。 

 

※コーホート変化率法…同じ年に生まれた人々の動向から変化率を求め、その結果に基づき将来人口を推計する方法 

 

■匝瑳市の人口の推計 

 

 

■匝瑳市の人口の推計（構成比） 

 

3,564 3,436 3,279 3,131 2,863 2,238 1,899 1,697

19,722 19,284 18,859 18,507 17,712
15,851

13,954
11,715

12,388 12,396 12,416 12,346 12,260
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35,674 35,116 34,554 33,984 32,835
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資料：住民基本台帳に基づく推計（各年９月末現在）

65歳以上

15-64歳

0-14歳

【実績値】 【推計値】→
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資料：住民基本台帳に基づく推計（各年９月末現在）

65歳以上

15-64歳

0-14歳

【実績値】 【推計値】→
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２ 高齢者人口の推計 

本市の高齢者人口の推計をみると、およそ半数を占める 65～74歳の高齢者は令和３年をピ

ークに減少に転じ、団塊ジュニア世代が高齢者となる令和 22 年（2040 年）には再び増加す

ることが見込まれます。 

75～84歳の高齢者は令和 12年で最も多く 4,890人となり、構成比は全体の 41.4％とな

ることが見込まれます。以降は高齢者となる団塊ジュニア世代や 85 歳以上の高齢者の増加に

より減少することが見込まれます。 

85歳以上の高齢者は令和 12年から令和 17年にかけて大幅に増加し、令和 17年は 2,825

人となり、構成比は 25.4％となることが見込まれます。 

 

■匝瑳市の高齢者人口の推計 

 

 

■匝瑳市の高齢者人口の推計（構成比） 

 

  

6,119 6,189 5,957 5,692 5,213 4,560 4,146 4,198

3,887 3,822 4,042 4,263 4,639
4,890

4,144 3,646
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資料：住民基本台帳に基づく推計（各年９月末現在）

85歳以上

75-84歳

65-74歳

【実績値】 【推計値】→
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資料：住民基本台帳に基づく推計（各年９月末現在）

85歳以上

75-84歳

65-74歳

【実績値】 【推計値】→
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３ 要支援・要介護認定者数の推計 

本市の要支援・要介護認定者数の推計をみると、増加傾向で推移し、計画最終年の令和５年に

は 2,249人となり、令和 17年にピークを迎え 2,352人となることが見込まれます。 

 

■匝瑳市の要支援・要介護認定者数の推計 

 

 

■匝瑳市の要支援・要介護認定者数の推計（要介護度別） 

 

  

49 49 49 49 49 39 38 36
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資料：地域包括ケア「見える化」システムによる推計（各年９月末現在）

第１号被保険者

（65歳以上）

第２号被保険者

（40-64歳）

第１号被保険者

認定率

第２号被保険者

認定率

【実績値】 【推計値】→
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資料：地域包括ケア「見える化」システムによる推計（各年９月末現在）

要介護5

要介護4

要介護3

要介護2

要介護1

要支援2

要支援1

【実績値】 【推計値】→
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４ 認知症高齢者数の推計 

本市の認知症高齢者数の推計（要支援・要介護認定者数に対する認知症高齢者の割合を要支

援・要介護認定者の推計人口に乗じて算定）をみると、増加傾向で推移し、計画最終年の令和５

年に 1,916 人となり、75 歳以上の後期高齢者数がピークを迎えることが見込まれる令和 12

年には 1,999人となることが見込まれます。 

 

■匝瑳市の認知症高齢者数の推計 
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資料：地域包括ケア「見える化」システムを活用した推計（各年10月末現在）
【実績値】 【推計値】→



 

 

 

 

 

 

 

第４章 高齢者福祉施策の推進 
  



 

（扉裏） 
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第１節 自立した生活を支える地域づくり 

 

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けていけるよう、医療と介護の連携や関係機関との連携

強化を図るとともに、生活支援体制の充実・強化を行います。 

また、重要性が高まっている、看取りや認知症、災害、感染症等への対応に関する取組を進め、

さらなる在宅医療・介護連携の推進に努めます。 

 

１ 在宅医療と介護連携の推進 

（１）地域の医療・介護サービス資源の把握 

地域の医療機関、介護事業者等についての調査結果や市で把握している情報を合わせたマ

ップを活用し、住民や地域の医療・介護関係者への周知を行います。 

担当課：高齢者支援課 

 

（２）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 

地域の医療機関や介護関係者等が参画する会議を開催し、在宅医療・介護連携の現状と課題

の抽出、解決策等の協議を行います。 

担当課：高齢者支援課 

 

（３）切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築推進 

切れ目なく在宅医療と介護サービスが提供される体制の構築に向け、関係者との連携づく

りを行います。 

担当課：高齢者支援課 

 

（４）医療・介護関係者の情報共有の支援 

市で作成した情報共有ツールを活用し、地域の医療・介護関係者等の間で、医療、介護等に

関する情報を共有し、在宅での看取りや急変時の対応ができるよう支援します。 

担当課：高齢者支援課 

 

（５）在宅医療・介護連携に関する相談支援 

医療・介護関係者等の連携を支援するコーディネーターの配置等による、在宅医療・介護連

携に関する相談窓口の設置・運営により連携の取組を支援します。 

担当課：高齢者支援課 
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（６）医療・介護関係者の研修 

地域の医療関係者に介護に関する研修会を、介護関係者に医療に関する研修会を開催し、ま

た、実際の多職種連携の方法等についてグループワーク等を行います。 

担当課：高齢者支援課 

 

（７）地域住民への普及啓発 

在宅医療・介護サービスに関する講演会開催やパンフレットの作成・配布等により、地域住

民に在宅医療・介護連携についての周知を図ります。 

また、地域住民に対して、看取りや ACP（アドバンス・ケア・プランニング：希望する医

療やケアについて考え、周囲の人と共有する取組）に関する周知を行います。 

担当課：高齢者支援課 

 

（８）在宅医療・介護連携に関する関係市町の連携 

同一の２次医療圏や隣接する市町と連携し、広域連携が必要な事項に関し、検討を進めます。 

担当課：高齢者支援課 

 

２ 関係機関との連携強化 

（１）社会福祉協議会、ボランティア等との協働 

社会福祉協議会等の関係機関と連携し、地域福祉を推進する人材の育成に努めます。 

また、市社会福祉協議会のボランティアセンターを通じてボランティア活動への参加の呼

びかけや講習会を行うとともに、市民ボランティア意識を醸成し、活動への参加意識の向上を

図ります。 

担当課：福祉課・高齢者支援課 

 

（２）地域ケア会議の開催 

個別地域ケア会議においては、処遇困難ケースにおける開催のみならず、介護支援専門員が

担当する高齢者が、より自立した生活が送れるよう、多職種から助言を得られる「自立支援の

ための地域ケア会議」を定期開催していきます。 

また、個別地域ケア会議を開催していく中で、浮き彫りになった地域課題を地域ケア推進会

議等で取り上げ、地域包括ケアシステムの推進に繋げます。 

担当課：高齢者支援課 

 

（３）包括的・継続的ケアマネジメント支援 

多様な生活課題を抱えている高齢者等が地域で安心して生活できるよう、関係機関との連

携体制の構築及び介護支援専門員同士のネットワーク構築を支援していきます。 

担当課：高齢者支援課 
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３ 生活支援体制整備の推進 

（１）生活支援コーディネーターの配置 

関係者や既存の取組・組織等を活用しながら、資源開発、関係者のネットワーク化、地域の

支援ニーズとサービス提供主体のマッチング等のコーディネート業務を実施することにより、

地域における生活支援・介護予防サービスの提供体制の整備を推進するため、生活支援コーデ

ィネーターを配置します。 

市全体を対象とした第１層協議体の運営に限らず、小学校区を単位とした協議体の設立支

援にも携わります。 

担当課：高齢者支援課 

 

■生活支援コーディネーターの人数 

年度 
区分 

実績値（令和２は見込値） 計画値 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 

配置人数（人） 1 2 2 2 2 2 

 

（２）生活支援体制整備のための協議体の設置 

生活支援・介護予防サービスの体制整備に向けて、多様なサービス提供主体の参画による協

議体を設置することにより、情報共有及び連携・協働による資源開発等を推進します。 

将来的に小学校区を単位とする協議体を全ての地区に設置することを目指します。 

担当課：高齢者支援課 

 

■小学校区を単位とする協議体 

年度 
区分 

実績値（令和２は見込値） 計画値 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 

設置地区（地区） 1 1 2 4 5 6 

 

（３）移動支援の充実 

高齢者が買い物や医療機関への通院等の必要な外出ができるよう、移動手段の確保や移動

支援の充実を図ります。 

担当課：高齢者支援課・環境生活課 

 

（４）買い物支援の推進 

買い物が困難な高齢者に対し、宅配や出張訪問サービス等の情報提供を図ります。また、移

動販売や買い物代行等、地域の事情に合ったサービスの実現を目指します。 

担当課：高齢者支援課  
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第２節 介護予防の推進と高齢者の生きがいづくり 

 

高齢者が住み慣れた地域で自分らしくいきいきとした生活を送ることができるよう、介護予

防・重度化防止、生活支援の充実、通いの場や生きがいづくりの場の創出等に取り組みます。 

また、介護離職の防止や家族介護者の負担軽減を図るため、在宅継続に向けた家族介護者への

支援を行います。 

 

１ 介護予防・生活支援サービス事業の充実 

（１）訪問型サービス 

要支援者等のホームヘルプサービスについて、従来型に加えて、幅広い利用者のニーズに応

えられるよう多様な主体によるサービスの導入を推進します。 

例としては、人員配置等の基準を一部緩和したものや、住民主体のもの、ボランティアによ

る移動支援等があります。 

担当：高齢者支援課 

 

■訪問介護相当サービス 

年度 
区分 

実績値（令和２は見込値） 計画値 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 

１月当たり利用人数（人） 94 90 85 90 100  100 

 

（２）通所型サービス 

要支援者等のデイサービスについて、従来型に加えて、幅広い利用者のニーズに応えられる

よう多様な主体によるサービスの導入を推進します。 

例としては、人員配置等の基準を一部緩和したミニデイサービスや、住民主体による通いの

場づくり、機能訓練等があります。 

担当課：高齢者支援課 

 

■通所介護相当サービス 

年度 
区分 

実績値（令和２は見込値） 計画値 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 

１月当たり利用人数（人） 147 157 149 182 188 194 
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（３）その他の生活支援サービス 

要支援者等に対し、栄養改善を目的とした配食や住民ボランティア等が行う見守り等があ

ります。 

市では、任意事業として配食サービスを既に実施しているため、その効果を見ながら事業の

実施方法等適切なあり方を検討します。 

担当課：高齢者支援課 

 

２ 適切な介護予防サービス計画及び介護予防ケアマネジメント 

（１）介護予防サービス計画 

地域の高齢者ができる限り寝たきり等の要介護状態にならないよう、適切な介護予防サー

ビスを利用できる介護予防ケアプランを作成します。 

地域包括支援センターにおいて、介護予防や日常生活支援に向けた適切な介護予防支援を

実施します。 

担当課：高齢者支援課 

 

■介護予防サービス計画 

年度 
区分 

実績値（令和２は見込値） 計画値 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 

給付管理数（件） 1,651 1,905 1,700 1,760 1,780 1,800 

 

（２）介護予防ケアマネジメント 

適切なアセスメントの実施により、利用者の状態を踏まえた目標を設定します。 

利用者本人が目標を理解した上で、達成のために必要なサービスを主体的に利用し、目標の

達成に取り組んでいけるよう具体的にサービス事業等の利用について検討し、ケアプランを

作成します。 

担当課：高齢者支援課 

 

■介護予防ケアマネジメント 

年度 
区分 

実績値（令和２は見込値） 計画値 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 

給付管理数（件） 1,492 1,564 1,520 1,600 1,680 1,760 
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３ 一般介護予防事業の充実 

（１）高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施 

高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細かな支援を実施するため、介護保険の地域支援

事業や国民健康保険の保健事業の一体的な実施に向けて取り組んでいきます。 

担当課：市民課・健康管理課・高齢者支援課 

 

（２）介護予防把握 

あらゆる機会や組織からの情報等の活用により、閉じこもり等の何らかの支援を要する者

を把握し、介護予防活動へつなげていきます。 

担当課：高齢者支援課 

 

（３）介護予防普及啓発 

65歳以上の全ての高齢者が、介護予防に向けて自主的な取組ができるように、介護予防に

関する基本的な知識・情報の普及啓発を行います。 

担当課：高齢者支援課 

 

■介護予防普及啓発 

年度 
区分 

実績値（令和２は見込値） 計画値 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 

啓発人数（人） 1,465 829 400 500 500 500 

 

（４）地域介護予防活動支援 

住み慣れた地域で、自分らしくいきいきとした生活が送れるように、いきいき百歳体操を中

心とした身近な地区での住民の自主的な介護予防活動を支援します。 

担当課：高齢者支援課 

 

■いきいき百歳体操の参加人数 

年度 
区分 

実績値（令和２は見込値） 計画値 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 

参加人数（人） 358 682 682 760 880 1,000 

 

（５）一般介護予防事業評価 

地域のリハビリテーション専門職等と介護保険事業計画に定める目標値の達成状況等を検

証し、一般介護予防事業の事業評価を行います。 

担当課：高齢者支援課  
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（６）地域リハビリテーション活動支援 

地域における介護予防の取組を機能強化するために、住民運営の通いの場等へのリハビリ

テーション専門職等の関与を促進します。 

担当課：高齢者支援課 

 

４ 高齢者への生活支援の充実 

（１）地域包括支援センターの機能強化 

地域包括支援センターでは、地域包括ケアシステム構築の中核的な機関として、医療、介護、

福祉の包括的支援を目的に事業を推進します。 

本市では、市役所内にある地域包括支援センターに加え、令和元年度から西部地域包括支援

センターを開設し２か所体制としました。 

今後、在宅医療・介護連携、認知症対策、生活支援サービスの体制整備等を推進するため、

関係機関との連携を強化し、地域ケア会議を充実させるとともに、職員の資質向上等に努めま

す。 

また、土日祝日や夜間の開所等、市民のニーズに応じた相談体制の拡充を検討していきま

す。 

担当課：高齢者支援課 

 

■地域包括支援センターの設置数 

年度 
区分 

実績値（令和２は見込値） 計画値 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 

設置数（か所） 1 2 2 2 2 2 

 

（２）総合相談支援 

地域の高齢者やその家族に対し、介護保険サービスをはじめ保健福祉サービス、権利擁護、

介護予防等の総合的な相談に対応できるように、２か所の地域包括支援センターと３か所の

在宅介護支援センターとが連携を密にし、きめ細かな相談支援を行います。 

また、総合相談支援窓口の周知・啓発に努めます。 

さらに、複合的な課題に対応するために、医療機関や介護保険サービス事業所等との連携を

密にし、相談支援体制を強化します。 

担当課：高齢者支援課 

 

（３）外出支援サービス 

下肢が不自由なためタクシーやバス等の公共交通機関を利用することが困難な高齢者に対

して、医療機関受診のための送迎をリフト付き車両で行います。 

担当課：高齢者支援課 
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■外出支援サービスの利用 

年度 
区分 

実績値（令和２は見込値） 計画値 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 

利用券交付人数（人） 204 195 193 218 222 225 

延べ利用回数（回） 2,745 2,533 2,606 2,900 2,950 3,000 

 

（４）訪問理容サービス 

理容所に出かけることが困難な寝たきり状態等の高齢者に対し、出張による在宅での理容

サービスを行います（散髪料は実費）。 

担当課：高齢者支援課 

 

■訪問理容サービスの利用 

年度 
区分 

実績値（令和２は見込値） 計画値 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 

実利用者数（人） 12 13 20 25 25 25 

 

（５）はり・きゅう・マッサージ等施術の利用助成 

70歳以上の高齢者に対し、はり・きゅう・マッサージ等の施術を受ける際の費用の一部を

助成します。 

担当課：高齢者支援課 

 

■はり・きゅう・マッサージ等施術の利用助成 

年度 
区分 

実績値（令和２は見込値） 計画値 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 

実助成人数（人） 55 60 64 91 95 100 

延べ助成回数（回） 387 391 330 593 620 650 

 

（６）ショートステイ（介護保険外） 

在宅生活が一時的に困難になった高齢者に対して、養護老人ホームでのショートステイに

より体調管理を行いながら生活習慣等の指導を行い、在宅生活を長く継続できるよう支援し

ます。 

担当課：高齢者支援課 

 

■生活管理指導短期宿泊（ショートステイ）の利用 

年度 
区分 

実績値（令和２は見込値） 計画値 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 

延べ利用人数（人） 6 4 6 12 14 16 

延べ利用日数（日） 126 70 152 256 280 300 
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５ 介護家族に対する支援の充実 

（１）家族介護教室の開催 

家族の介護をしている人や介護に関心がある人に対して、介護に関する知識や技術等を学

ぶための家族介護教室を開催します。 

また、介護者の要望に応えられるよう内容の充実や開催回数の増加に努めます。 

担当課：高齢者支援課 

 

（２）紙おむつの給付 

65歳以上で要介護認定を受けている在宅高齢者に対し、紙おむつを現物支給することによ

り、要介護者又は介護家族の経済的負担の軽減を図ります。 

担当課：高齢者支援課 

 

（３）家族介護慰労金の支給 

介護保険サービスを利用せずに在宅で要介護者を介護している家族に対し、精神的及び経

済的負担の軽減を図るため、家族介護慰労金を支給します。 

担当課：高齢者支援課 

 

６ 社会参加の促進 

（１）シニアクラブ活動の活性化支援 

シニアクラブは、地域の高齢者が生きがいと健康づくり、仲間づくりを基礎に、相互に支え

合い、楽しいクラブづくり、社会貢献するクラブづくりを目指して活動しています。 

しかし、シニアクラブの現状は、退職年齢の高齢化により構成員の平均年齢が高くなった結

果、リーダーの後継者不足や会員数の減少が深刻な課題となっています。 

市では、シニアクラブを地域包括ケアシステムにおける支え合いの担い手として地域に欠

かせないものとして、若い年齢での加入の推奨や活動の活性化を支援します。 

担当：高齢者支援課 

 

■シニアクラブ活動 

年度 
区分 

実績値（令和２は見込値） 計画値 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 

クラブ数（クラブ） 108 103 104 105 106 107 

会員数（人） 5,167 4,715 4,403 4,500 4,530 4,560 
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（２）シルバー人材センターの運営支援 

高齢者が働くことを通じて、健康を保持し生きがいを持ち地域社会に貢献するという『自

主・自立・共働・共助』の理念を基本としてシルバー人材センターの運営を支援し、高齢者の

就業機会の確保に努めます。 

担当：産業振興課 

 

７ 生きがいづくりの推進 

（１）興味や意欲に応じた学習の場の充実 

高齢者が趣味や興味に応じて学習やスポーツ活動に取り組めるよう、市が主催する講座等

の内容や広報活動の充実により、参加の促進を図ります。 

担当：生涯学習課 

 

（２）高齢者の知識や能力を発揮する場の充実 

高齢者の経験や生涯学習等で得た知識や技術を地域活動に還元する取組を推進します。 

担当：生涯学習課 

（３）集いの場づくりの推進 

新たに施設が整備される際に地域交流スペース等の設置を求めていきます。 

また、地域と連携・協力しながら、高齢者が生きがいを持って自主的に体操等の活動を行う

ことができる「集いの場」づくりを推進します。 

担当：高齢者支援課 
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第３節 高齢者を見守るまちづくり 

 

高齢者が地域で安心・安全に暮らしていけるよう、一人暮らし高齢者の見守りネットワークの

構築、高齢者虐待防止の推進等を図るとともに、高齢者が地域の多世代と交流しながら健康でア

クティブな生活を送ることのできるまちづくりを推進します。 

また、今後全国的に増加が見込まれる認知症高齢者やその家族が安心して生活することがで

きるよう、国の基本指針や「認知症施策推進大綱」を踏まえ、認知症に対する理解の促進や権利

擁護等に努め、地域全体で認知症高齢者を支援する体制の充実を図ります。 

 

１ 高齢者虐待の防止等高齢者の権利擁護の推進 

（１）高齢者虐待防止に関する意識啓発 

市民や各種団体、関係機関等に対し、広報、ホームページ、パンフレット等を通して高齢者

虐待の防止及び早期発見のための啓発を行い、高齢者の人権や虐待防止の意識を高めます。 

担当課：高齢者支援課 

 

（２）虐待対応体制の整備 

高齢者虐待を防止するために、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関す

る法律」に基づき、適切・迅速な支援に向けて、相談体制の充実に努めます。 

担当課：高齢者支援課 

 

（３）高齢者虐待防止ネットワークづくり 

高齢者虐待の防止や早期発見、適切な支援を行うため、高齢者の権利擁護を協議するネット

ワークを構築し、関係機関や諸団体との連携協力体制を整備します。 

担当課：高齢者支援課 

 

（４）消費者被害の発生予防と支援体制の整備 

地域の高齢者が悪質な訪問販売等の被害に遭わないために、高齢者に多い消費者トラブル

や対処法について啓発するとともに、相談があった場合には、関係機関と連携して早期解決及

び再発防止に努めます。 

担当課：高齢者支援課・産業振興課 
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２ 認知症施策の推進 

（１）正しい知識の普及啓発・認知症予防 

認知症の人が地域で安心して暮らしていけるよう、「認知症サポーター養成講座」及び「認

知症ジュニアサポーター養成講座」に取り組み、認知症に対する誤解や偏見をなくし、地域全

体で支えられる体制を整備します。 

また、認知症予防の生活習慣が身につくように認知症予防の講演や教室を開催し、正しい知

識の普及啓発を図ります。 

担当課：高齢者支援課 

 

（２）認知症の状態に応じた適切なサービスの提供 

千葉県認知症コーディネーターや認知症地域支援推進員と連携して認知症ケアパスの普及

を行います。 

また、認知症の状態に応じた適切なサービス提供に向け、携わる多職種が認知症の支援につ

いて共通理解を深めるよう連携を促進します。 

担当課：高齢者支援課 

 

（３）認知症初期集中支援チーム 

認知症初期集中支援チームの機能を充実させ、認知症の人やその家族に対し、初期段階で包

括的かつ集中的な支援を行っていきます。 

また、認知症初期集中支援チーム検討委員会を置き、活動状況及び認知症施策の検討を行っ

ていきます。 

担当課：高齢者支援課 

 

（４）認知症高齢者 SOSネットワーク事業 

認知症高齢者が徘徊等により所在不明になった際、関係団体等との連携による早期発見に

努めます。 

また、徘徊のおそれのある高齢者の情報の事前登録を推進します。 

担当課：高齢者支援課 

 

（５）認知症の人及び家族への支援の推進 

ボランティア団体等が主催する認知症カフェの活動支援を実施します。 

また、認知症の人を介護する家族等を支えるための集いを開催します。 

担当課：高齢者支援課 
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（６）チームオレンジの開設 

認知症サポーターがさらなるステップアップを図り、認知症の人や家族に対する支援を進

めるため、認知症の人や家族の支援ニーズと認知症サポーター等をつなげる「チームオレン

ジ」の設置に向けて取り組んでいきます。 

担当課：高齢者支援課 

 

３ 成年後見制度の周知と利用促進 

成年後見制度は、認知症や知的障害、精神障害等の理由で判断能力が不十分な人の財産や権利

を保護し、支援していく制度です。 

今後、認知症高齢者が増えていくとの予測のなか、詐欺等の被害防止、経済的虐待からの保護、

身寄りのない高齢者の支援等の観点からも成年後見制度の需要は増大することが見込まれます。 

 

（１）成年後見制度の周知 

認知症等の理由で判断能力の不十分な人を消費者被害から保護したり、財産管理や契約行

為等を支援したりするため、関係機関や諸団体、市民に対し、パンフレット等を活用し成年後

見制度の周知を図ります。 

担当課：高齢者支援課・福祉課 

 

（２）相談窓口の充実 

成年後見制度の対象者となる人を早期に発見及び支援をし、制度利用につなげるため、関係

機関との連携を強化するとともに地域包括支援センター等の相談窓口の充実に努めます。ま

た、成年後見申立てについての相談支援を行います。 

担当課：高齢者支援課・福祉課 

 

■成年後見制度相談件数 

指標 現状（令和２年度） 目標（令和５年度） 

相談件数（件） 25件／年 35件／年 

 

（３）市長申し立て 

成年後見人、保佐人及び補助人が必要でありながら親族等に申し立てを行う人がいない場

合は、市長による審判請求を行います。その際、審判請求費用を支払うことが困難な人に対し

ては、市が負担します。また、成年後見人等に報酬を支払うことが困難な者には助成金を支給

します。 

担当課：高齢者支援課・福祉課 
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（４）市民後見人の養成 

需要の増大が見込まれる成年後見制度に対応するために、市民後見人の必要性が高まって

います。銚子市、旭市及び一般社団法人東総権利擁護ネットワークとの連携により市民後見人

の育成を推進します。 

担当課：高齢者支援課・福祉課 

 

（５）地域連携ネットワーク及び中核機関の構築 

権利擁護支援のため、法律・福祉等の専門知識を持ち地域における課題も含めた様々なケー

スにも対応できる中核機関の整備を、家庭裁判所、社会福祉協議会及び近隣市町等と連携し取

り組んでいきます。 

そして、中核機関を中心に「チーム」「協議会」を構成要素とする地域医療連携ネットワー

クを構築することにより、適切な制度利用や貢献活動の支援を行います。 

体制整備が図られるまでの間は、現在ある組織を活用し、地域ケア個別会議等のケース会議

のメンバーを「チーム」として、地域ケア推進会議を「協議会」として位置づけ、成年後見制

度の利用促進を図っていきます。 

担当課：高齢者支援課・福祉課 

 

４ 一人暮らし高齢者を見守る仕組みづくり 

（１）高齢者等あんしん見守りネットワーク事業 

高齢者等が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、地域の人々や日ごろ付き合

いがある関係機関等の声かけ、訪問等により、早期に異変が発見される仕組みづくりが大切で

す。市では協力事業者と相互に連携して高齢者等あんしん見守りネットワークを構築して、高

齢者等の異変を速やかに発見し、適切な支援を図っていきます。 

担当課：高齢者支援課 

 

■高齢者等あんしん見守りネットワーク事業 

年度 
区分 

実績値（令和２は見込値） 計画値 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 

協力事業者数（社） 17 17 17 18 19 20 

 

（２）緊急通報装置貸与事業 

65歳以上の一人暮らし高齢者等に対し、緊急通報装置を貸与することにより、急病等で緊

急に他の者の援助が必要となった場合の迅速な対応を図ります。 

担当課：高齢者支援課 
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■緊急通報装置貸与事業 

年度 
区分 

実績値（令和２は見込値） 計画値 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 

貸与台数（年度末・台） 105 100 95 110 121 132 

 

（３）配食サービス 

食事の調理が困難な一人暮らし等の高齢者に対して、バランスのとれた食事を宅配し、低栄

養状態を改善するとともに安否確認を行います。 

担当課：高齢者支援課 

 

■配食サービスの利用 

年度 
区分 

実績値（令和２は見込値） 計画値 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 

利用者数（人） 27 37 37 42 45 48 

延べ配食数（食） 1,192 1,562 1,362 1,700 1,820 1,940 

 

（４）救急医療情報キット配布事業 

一人暮らし高齢者等に対し、救急時に必要な、かかりつけ医療機関等の情報を保管すること

ができる救急医療情報キットを配布します。 

担当課：高齢者支援課 

 

５ 安心・安全対策の推進 

（１）防災知識の普及及び情報提供 

様々な機会を捉えて防災知識の普及啓発に取り組み、市民の防災意識の高揚を図ります。 

また、消防署と連携を取りながら防災に関する情報提供に努め、火災等の災害が発生した際

に適切かつ迅速に行動できるよう指導します。 

担当課：総務課・高齢者支援課 

（２）防犯知識の普及 

高齢者の被害が多い振り込め詐欺等防犯に関する情報提供を充実し、防犯意識の醸成を図

ります。 

また、警察署及び防犯協会との連携強化を図るとともに、自主組織の育成支援等、地域ぐる

みでの防犯活動を促進します。 

担当課：環境生活課 

  



 

64 

（３）交通安全対策の充実 

高齢者を対象とした交通安全教室を開催する等、交通安全意識の普及・啓発に努めます。 

また、高齢ドライバーの運転免許証の自主返納を推進するため、市内循環バスの運賃割引等

を行います。 

担当課：環境生活課 

 

（４）避難行動要支援者の把握と対策 

災害が発生したときに備え、自力で避難することが困難で支援を要する者をあらかじめ把

握し、避難行動要支援者名簿を作成します。 

さらに、民生委員・児童委員等の関係団体と連携し、個別計画を策定し、災害発生時におけ

る避難行動支援及び安否確認並びに避難した後の対応に役立てます。 

担当課：福祉課・総務課・高齢者支援課 

 

（５）新型コロナウイルス感染症等への対応 

新型コロナウイルス感染症の流行を踏まえ、「新しい生活様式」に沿った地域の支え合い活

動を促進します。 

介護事業所等には、感染防止対策の周知啓発を図るとともに平時から訓練の実施や消耗品

の備蓄等事前準備を求めていくほか、感染症感染者の発生時においても介護保険サービスを

継続できるよう、事業所間の連携支援体制等の構築を図っていきます。 

また、市においてもマスク、消毒液等の衛生用品を備蓄する等により、大規模災害や感染症

患者の集団発生に備えます。 

担当課：健康管理課・高齢者支援課 

 

６ 匝瑳市版生涯活躍のまちの推進 

匝瑳市版生涯活躍のまちの事業主体である社会福祉法人九十九里ホームが、飯倉駅前地区

に整備する、認定こども園、特別養護老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、地域交流施

設等を活用することにより、新たな地域の雇用を創出するとともに、本市と事業主体が連携し

て、都市部の中高年齢者や地域の人々にとって魅力のある事業や地域のにぎわいを増やすた

めの事業を行い、匝瑳市版生涯活躍のまちを推進します。 

今後も事業主体や関係団体、地域住民等と連携し、ハード・ソフト両面での取組を展開する

ことで、誰もが居場所と役割を持ち、交流活躍できるまちづくりを目指します。 

担当課：企画課 
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第４節 介護保険サービスの充実 

 

今後も介護給付費は年々増加することが見込まれるため、適正に要介護認定を行うとともに、

適切なケアマネジメント及びサービス提供ができるよう、介護給付の適正化に努めます。 

また、利用者の多様なニーズに対応できるよう、サービス提供に必要となる介護人材の確保及

び資質の向上並びに業務の効率化及び質の向上に努めます。 

 

１ 介護保険サービス提供基盤の充実 

（１）広報の充実 

高齢者やその家族に介護保険制度の内容・利用の方法等が十分に理解されるよう、広報の充

実に努めます。 

担当課：高齢者支援課 

 

（２）サービス提供事業者情報の公表 

介護保険法による指定を受けた介護サービス事業所の一覧について、厚生労働省が管理運

営し、事業者の概要や特色、運営状況等が確認できる「介護サービス情報公表システム」や、

千葉県が管理運営し、千葉県内の同法による指定を受けた介護サービス事業所を掲載してい

る「ちば福祉ナビ」を市のホームページから閲覧できるようにします。 

担当課：高齢者支援課 

 

（３）事業者に対する指導・助言 

介護サービスに関する苦情・通報等については、適切な状況把握及び分析を行い、必要に応

じて介護サービス事業者に対して指導・助言を行います。 

また、介護サービス事業者による不正行為を未然に防止するため、介護サービス事業者に対

し、法令等を遵守するための業務管理体制に関する監督を行います。 

担当課：高齢者支援課 

 

（４）介護サービス提供中の事故への適切な対応の促進 

事故が発生した場合は、事業所から事故の概要や、事故に対する対応、再発防止に向けての

今後の取組等について報告を求め、事故の再発防止につなげます。 

担当課：高齢者支援課 
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（５）立入調査権の効果的な行使 

地域密着型サービス事業所や、居宅介護支援事業所を中心に、制度改正等に関する説明を行

う「集団指導」を実施します。 

また、サービスの取扱い及び介護報酬請求等に関することについて事業所及び従事者に対

し周知を行う「実地指導」を計画的に実施するとともに、必要に応じて「監査」を実施します。 

担当課：高齢者支援課 

 

（６）介護保険施設等の整備 

定員 100床の老人福祉施設が平成 31年４月に１か所開設されました。第７期計画中に公

募によりグループホームと定期巡回・随時対応型訪問介護看護の選定を行い、令和３年４月に

２ユニット 18名のグループホーム１か所が開設され、令和４年１月に定期巡回・随時対応型

訪問介護看護が開設する予定です。 

担当課：高齢者支援課 

 

（７）介護保険法以外の高齢者施設の設置 

自立して生活することに不安がある、あるいは要介護度が低い高齢者向けの施設に下表の

ものがあります。 

施設を主管する県との情報連携を強化して、施設の適切な設置に努めます。 

担当課：都市整備課・高齢者支援課 

 

■設置状況及び予定      

施設の種類 単位 
令和２年度末 
現在（見込み） 

設置予定 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

有料老人ホーム 
か所 

（定員）人 

0 0 0 0 

軽費老人ホーム 
か所 

（定員）人 

1 

（50） 

0 0 0 

サービス付き高齢者向け住宅 
か所 

（定員）人 

2 

（22） 

1 

（49） 

0 0 

養護老人ホーム 
か所 

（定員）人 

1 

（50） 

0 0 0 
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２ 介護支援専門員へのサポートの充実 

（１）介護支援専門員の資質向上 

居宅介護支援事業所の主任介護支援専門員と協働し、適切なケアマネジメントに資する研

究や研修を支援します。 

担当課：高齢者支援課 

 

（２）介護支援専門員に対する相談・支援 

個々の介護支援専門員が抱える困難事例への対応として、地域ケア会議の開催支援、サービ

ス担当者会議の開催支援等を行います。 

また、一人体制の介護支援専門員同士の相談会を開催し、サポートします。 

担当課：高齢者支援課 

 

３ 介護人材の育成・確保 

（１）事業者間の情報交換や研修等開催の充実 

千葉県福祉人材確保・定着海匝地域推進協議会を通して、県や関係機関と連携しながら介護

の仕事の紹介や講演会等を実施し、介護人材の確保及び定着を図ります。 

担当課：高齢者支援課 

 

（２）新たな人材の確保 

介護に従事する人材の不足が見込まれるため、介護職員初任者研修の受講費用助成等を行

い、新たな人材の就業を促進します。 

担当課：高齢者支援課 

 

（３）介護サービス事業者の雇用支援 

匝瑳市雇用促進協議会と連携して合同就職説明会及び面接会を開催する等、介護職の雇用

機会の確保を図ります。 

担当課：産業振興課 
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４ 低所得者への負担軽減 

（１）低所得者の保険料軽減 

介護サービス給付費や地域支援事業費の財源である 50％の公費負担分に加えて新たに別

枠で公費を投入し、低所得者の保険料の軽減を図ります。 

その保険料軽減に係る費用については、国、県及び市で負担します。 

担当課：高齢者支援課・市民課 

 

（２）社会福祉法人による介護保険サービス利用者負担額軽減事業 

低所得であり、特に生計が困難な介護保険サービスの利用者に対し、サービスを提供する社

会福祉法人がその社会的役割として利用料等の負担を軽減することにより利用促進を図るこ

とを目的とした制度です。 

本市は、法人が軽減の際に負担した費用について助成を行います。 

担当課：高齢者支援課 

 

５ 介護給付等費用の適正化 

（１）要介護認定の適正化 

本市が指定居宅介護支援事業所等に委託した認定調査は、認定研修を受けた本市の職員が

認定調査票等を点検します。 

本市の職員が行う調査については、職員間で判断が統一されるよう指導・研修等を実施しま

す。 

匝瑳市介護認定審査会の合議体間における一次判定から二次判定への軽重度変更率の格差

等の分析を行い、分析結果を匝瑳市介護認定審査会委員へ情報提供することで合議体におけ

る審査基準の平準化を図ります。 

担当課：高齢者支援課 

 

（２）ケアプランの確認 

居宅介護支援事業所に対する介護給付費適正化ソフトのヒアリングシートを利用して、居

宅介護支援事業所に対するケアプラン確認を行います。 

担当課：高齢者支援課 

  



 

69 

（３）住宅改修等の点検 

申請書類から現状が分かりにくいケースについて、地域包括支援センター職員又は介護支

援専門員と一緒に訪問し、住宅改修の必要性を確認し、必要な場合は業者にも同行を要請しま

す。 

軽度者の福祉用具貸与に関する市確認部分は、書類提出を求めるとともに、必要に応じてサ

ービス担当者会議に参加します。 

担当課：高齢者支援課 

（４）介護給付費通知 

利用者にサービス実績を通知し、実際に利用したサービスとの整合性を確認してもらうこ

とで、事業者による不正請求の防止及び過剰なサービスの抑制を図ります。 

担当課：高齢者支援課 

 

（５）縦覧点検・医療情報との突合 

国民健康保険団体連合会の審査情報を基に、重複請求等を点検し、誤った請求を是正しま

す。 

担当課：高齢者支援課 

 

■介護給付費適正化事業 

年度 
区分 

実績値（令和２は見込値） 計画値 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 

要介護認定の適正化（件） 100 100 100 100 100 100 

ケアプランの点検（回） 4 4 4 4 4 4 

住宅改修等の点検（件） 4 4 4 4 4 4 

介護給付費通知（回） 2 2 2 2 2 2 

縦覧点検・医療情報との突合（回）    12 12 12 

 

 



 

（白紙）  



 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 介護保険事業の推進 
  



 

 

（扉裏） 
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第１節 推計の手順 

 

１ 地域包括ケア「見える化」システムによる将来推計 

第８期計画（令和３年度～令和５年度）、令和７年度（2025年度）及び令和 22年度（2040

年度）の介護保険サービス量は、「地域包括ケア「見える化」システム」を用いて、次のような

ステップを経て算出、検討を加え確定しました。 

 

■サービス見込量の推計手順 

 

人口・被保険者数の推計 

 
住民基本台帳を基に、コーホート変化率法（同じ年に生まれ

た人々の動向から変化率を求め、その結果に基づき将来人

口を推計する方法）により人口及び被保険者数の将来推計

を行いました。 

 
  

要支援・要介護認定者数

の推計 

 
平成 30 年から令和２年までの各年 9 月末の要支援・要介

護認定者数の実績及び被保険者数の推計結果を基に、第８

期計画（令和３年度～令和５年度）、令和７年度（2025年

度）及び令和 22 年度（2040 年度）の認定者数を推計し

ました。 

 
  

各サービス見込量の算出 

 
各サービスの平成 30年度から令和２年度（見込）までの利

用人数・利用回（日）数の実績、要支援・要介護認定者数の

推計結果等を基に、市の施策反映等も考慮した上で、第８期

計画（令和３年度～令和５年度）、令和７年度（2025年度）

及び令和 22 年度（2040 年度）のサービス見込量を算出

しました。 
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２ 被保険者数の推計 

本市の第８期計画及び中長期の被保険者数の推計は次の通りです。 

中長期の推計値については、本計画策定時の参考値とし、次期計画の策定時等に改めて本市の

現状に基づく将来推計を行うものとします。 

 

■被保険者数の推計 

   実績 第８期計画 中長期 

   
令和２ 
年度 

令和３ 
年度 

令和４ 
年度 

令和５ 
年度 

令和７ 
年度 

令和 12 
年度 

令和 17 
年度 

令和 22 
年度 

総人口（人） 35,674 35,116 34,554 33,984 32,835 29,909 26,968 24,036 

 第１号被保険者 12,388 12,396 12,416 12,346 12,260 11,820 11,115 10,624 

  65～74 歳 6,119 6,189 5,957 5,692 5,213 4,560 4,146 4,198 

  75～84 歳 3,887 3,822 4,042 4,263 4,639 4,890 4,144 3,646 

  85 歳以上 2,382 2,385 2,417 2,391 2,408 2,370 2,825 2,780 

 第２号被保険者 11,987 11,790 11,587 11,478 11,106 10,006 8,963 8,151 

高齢化率（%） 34.7% 35.3% 35.9% 36.3% 37.3% 39.5% 41.2% 44.2% 

 

３ 要支援・要介護認定者数の推計 

本市の第８期計画及び中長期の要支援・要介護認定者数の推計は次の通りです。 

被保険者数の推計と同様に、中長期の推計値については、本計画策定時の参考値とし、次期計

画の策定時等に改めて本市の現状に基づく将来推計を行うものとします。 

 

■要支援・要介護認定者数の推計 

   実績 第８期計画 中長期 

   
令和２ 
年度 

令和３ 
年度 

令和４ 
年度 

令和５ 
年度 

令和７ 
年度 

令和 12 
年度 

令和 17 
年度 

令和 22 
年度 

要支援１ 296 296 298 300 301 309 318 302 

要支援２ 208 208 210 210 214 216 214 203 

要介護１ 503 505 511 513 514 521 535 523 

要介護２ 324 323 329 330 333 339 351 346 

要介護３ 360 362 368 371 375 384 384 385 

要介護４ 298 300 304 305 309 317 325 325 

要介護５ 216 217 220 220 221 219 225 223 

合    計 2,205 2,211 2,240 2,249 2,267 2,305 2,352 2,307 

  



 

75 

第２節 介護サービス給付の推移と見込み 

 

１ 介護保険で利用できるサービス 

 

サービス名 
予防給付 介護給付 

要支援１・２ 要介護１～５ 

居
宅
サ
ー
ビ
ス 

(1) 訪問介護  ○ 

(2) 訪問入浴介護 ○ ○ 

(3) 訪問看護 ○ ○ 

(4) 訪問リハビリテーション ○ ○ 

(5) 居宅療養管理指導 ○ ○ 

(6) 通所介護  ○ 

(7) 通所リハビリテーション ○ ○ 

(8) 短期入所生活介護 ○ ○ 

(9) 短期入所療養介護 ○ ○ 

(10) 特定施設入居者生活介護 ○ ○ 

(11) 福祉用具貸与 ○ ○ 

(12) 特定福祉用具販売 ○ ○ 

(13) 住宅改修 ○ ○ 

(14) 介護予防支援・居宅介護支援 ○ ○ 

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス 

(15) 定期巡回・随時対応型訪問介護看護  ○ 

(16) 夜間対応型訪問介護  ○ 

(17) 小規模多機能型居宅介護 ○ ○ 

(18) 認知症対応型通所介護 ○ ○ 

(19) 認知症対応型共同生活介護 ○ ○ 

(20) 地域密着型特定施設入居者生活介護  ○ 

(21) 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護  ○ 

(22) 看護小規模多機能型居宅介護  ○ 

(23) 地域密着型通所介護  ○ 

施
設
サ
ー
ビ
ス 

(24) 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）  ○ 

(25) 介護老人保健施設  ○ 

(26) 介護療養型医療施設  ○ 

(27) 介護医療院  ○ 
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２ 居宅サービスの実績と見込み 

（１）訪問介護 

ホームヘルパーが居宅を訪問し、入浴、排泄、食事等の身体介護や調理、洗濯等の生活援助

を行います。通院等を目的とした乗降介助も利用できます。 

 

■実績値と計画値  

年度 
区分 

実績値（令和２年度は見込値） 計画値 中長期 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和７ 令和22 

介護給付 
回／年 6,416 6,174 7,015 8,004 8,172 8,257 8,203 8,509 

人／月 274 297 321 327 333 336 335 347 

 

（２）訪問入浴介護 

介護職員と看護職員が家庭を訪問し、浴槽を提供しての入浴介護を行います。 

 

■実績値と計画値  

年度 
区分 

実績値（令和２年度は見込値） 計画値 中長期 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和７ 令和22 

予防給付 
回／年 4 4 4 4 4 4 4 4 

人／月 1 1 1 1 1 1 1 1 

介護給付 
回／年 201 172 205 214 214 214 214 214 

人／月 44 37 44 45 45 45 45 45 

 

（３）訪問看護 

疾患等を抱えている人について、看護師等が居宅を訪問して、療養上の世話や診療の補助を

行います。 

 

■実績値と計画値  

年度 
区分 

実績値（令和２年度は見込値） 計画値 中長期 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和７ 令和22 

予防給付 
回／年 22 27 46 37 37 37 37 37 

人／月 5 7 11 11 11 11 11 11 

介護給付 
回／年 550 513 583 579 588 591 600 600 

人／月 83 83 93 94 95 96 97 97 
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（４）訪問リハビリテーション 

心身機能の維持回復や日常生活の自立に向けて、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が

訪問によるリハビリテーションを行います。 

 

■実績値と計画値  

年度 
区分 

実績値（令和２年度は見込値） 計画値 中長期 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和７ 令和22 

予防給付 
回／年 0 0 0 0 0 0 0 0 

人／月 0 0 0 0 0 0 0 0 

介護給付 
回／年 3 0 5 9 9 9 9 9 

人／月 0 0 1 1 1 1 1 1 

 

（５）居宅療養管理指導 

医師、歯科医師、薬剤師、管理栄養士等が居宅を訪問し、療養上の管理や指導を行います。 

 

■実績値と計画値  

年度 
区分 

実績値（令和２年度は見込値） 計画値 中長期 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和７ 令和22 

予防給付 人／月 6 8 11 12 12 12 12 12 

介護給付 人／月 93 100 106 107 108 109 110 110 

 

（６）通所介護（デイサービス） 

通所介護施設で、食事、入浴等の日常生活上の支援や生活機能向上のための支援を日帰りで

行います。 

 

■実績値と計画値  

年度 
区分 

実績値（令和２年度は見込値） 計画値 中長期 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和７ 令和22 

介護給付 
回／年 2,778 2,825 2,704 2,694 2,733 2,774 2,830 2,769 

人／月 314 325 317 329 334 339 346 339 
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（７）通所リハビリテーション（デイケア） 

介護老人保健施設や医療機関等で、食事、入浴等の日常生活上の支援や生活機能向上のため

のリハビリテーションを日帰りで行います。 

 

■実績値と計画値  

年度 
区分 

実績値（令和２年度は見込値） 計画値 中長期 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和７ 令和22 

予防給付 人／月 20 16 13 14 14 14 14 13 

介護給付 
回／年 933 931 918 878 885 892 898 904 

人／月 125 129 132 133 134 135 136 137 

 

（８）短期入所生活介護（ショートステイ） 

介護老人福祉施設等が短期間の入所を受け入れ、食事、入浴等の日常生活上の支援や機能訓

練等を提供します。 

 

■実績値と計画値  

年度 
区分 

実績値（令和２年度は見込値） 計画値 中長期 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和７ 令和22 

予防給付 
日／年 18 11 0 9 9 9 9 9 

人／月 4 3 0 2 2 2 2 2 

介護給付 
日／年 1,017 1,045 868 914 962 996 1,071 1,099 

人／月 128 139 106 112 117 122 130 135 

 

（９）短期入所療養介護（ショートステイ） 

介護老人保健施設や医療施設等が短期間の入所を受け入れ、日常生活上の支援や機能訓練、

医療的観点から見た治療や療養、看護等を提供します。 

 

■実績値と計画値【介護老人保健施設】  

年度 
区分 

実績値（令和２年度は見込値） 計画値 中長期 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和７ 令和22 

予防給付 
日／年 7 5 0 5 5 5 5 5 

人／月 2 1 0 1 1 1 1 1 

介護給付 
日／年 251 226 204 191 195 200 204 204 

人／月 40 38 37 38 39 40 41 41 
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■実績値と計画値【医療施設等】  

年度 
区分 

実績値（令和２年度は見込値） 計画値 中長期 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和７ 令和22 

予防給付 
日／年 0 0 0 0 0 0 0 0 

人／月 0 0 0 0 0 0 0 0 

介護給付 
日／年 10 3 0 9 9 9 9 9 

人／月 1 0 0 1 1 1 1 1 

 

（10）特定施設入居者生活介護 

有料老人ホーム等に入居している高齢者に、食事、入浴等の日常生活上の支援や機能訓練等

を提供します。 

 

■実績値と計画値  

年度 
区分 

実績値（令和２年度は見込値） 計画値 中長期 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和７ 令和22 

予防給付 人／月 2 1 2 2 2 2 2 2 

介護給付 人／月 17 15 15 17 17 17 17 17 

 

（11）福祉用具貸与 

日常生活の自立を助けるための福祉用具を選ぶための援助・取り付け・調整等を行い、福祉

用具を貸与します。 

 

■実績値と計画値  

年度 
区分 

実績値（令和２年度は見込値） 計画値 中長期 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和７ 令和22 

予防給付 人／月 120 133 138 139 140 141 141 142 

介護給付 人／月 511 528 579 580 581 582 583 584 

 

（12）特定福祉用具販売〈福祉用具購入費の支給〉 

入浴や排泄等に使用する福祉用具を購入した場合に、10万円（保険給付は９万円）を上限

額として福祉用具購入費を支給します（申請が必要です。）。 

 

■実績値と計画値  

年度 
区分 

実績値（令和２年度は見込値） 計画値 中長期 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和７ 令和22 

予防給付 人／月 2 2 3 4 4 4 4 4 

介護給付 人／月 11 10 10 12 12 12 12 12 
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（13）住宅改修費 

手すりの取り付けや段差解消等の住宅改修をした場合に、20 万円（保険給付は 18 万円）

を上限額として住宅改修費を支給します（申請が必要です。）。 

 

■実績値と計画値  

年度 
区分 

実績値（令和２年度は見込値） 計画値 中長期 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和７ 令和22 

予防給付 人／月 2 2 2 2 2 2 2 2 

介護給付 人／月 8 6 5 6 6 6 6 6 

 

（14）介護予防支援・居宅介護支援 

居宅サービスを適切に利用できるようにケアプランの作成と調整、事業所等と連絡を行う

等の支援を行います。 

 

■実績値と計画値  

年度 
区分 

実績値（令和２年度は見込値） 計画値 中長期 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和７ 令和22 

予防給付 人／月 138 150 143 147 148 149 149 144 

介護給付 人／月 851 873 917 922 929 936 944 918 

 

３ 地域密着型サービスの実績と見込み 

（１）定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

日中・夜間を通じて定期的な巡回や随時の通報により居宅を訪問し、入浴、排泄、食事等の

介護や看護を行います。 

 

■実績値と計画値  

年度 
区分 

実績値（令和２年度は見込値） 計画値 中長期 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和７ 令和22 

介護給付 人／月 0 0 0 6 12 12 12 12 

 

（２）夜間対応型訪問介護 

夜間帯に、定期的な巡回や随時の対応による訪問介護を行います。 

 

■実績値と計画値  

年度 
区分 

実績値（令和２年度は見込値） 計画値 中長期 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和７ 令和22 

介護給付 人／月 0 0 0 0 0 0 0 0 
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（３）小規模多機能型居宅介護 

通所を中心に、利用者の選択に応じて訪問サービスや宿泊サービスを組み合わせ、１つの事

業所で多機能な介護（介護予防）サービスを提供します。 

 

■実績値と計画値  

年度 
区分 

実績値（令和２年度は見込値） 計画値 中長期 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和７ 令和22 

予防給付 人／月 5 6 5 5 5 5 5 5 

介護給付 人／月 16 12 11 13 13 13 13 13 

 

（４）認知症対応型通所介護 

認知症の高齢者を対象に、デイサービスを行う施設等で、日常生活上の世話や機能訓練等の

介護（介護予防）サービスを提供します。 

 

■実績値と計画値  

年度 
区分 

実績値（令和２年度は見込値） 計画値 中長期 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和７ 令和22 

予防給付 
回／年 1 3 0 4 4 4 4 4 

人／月 0 1 0 1 1 1 1 1 

介護給付 
回／年 433 463 519 547 547 547 547 581 

人／月 44 50 50 52 52 52 52 55 

 

（５）認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

認知症の高齢者を対象に、共同生活する住居で、日常生活上の世話や機能訓練等の介護（介

護予防）サービスを提供します。 

 

■実績値と計画値  

年度 
区分 

実績値（令和２年度は見込値） 計画値 中長期 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和７ 令和22 

予防給付 人／月 0 0 0 0 0 0 0 0 

介護給付 人／月 45 45 46 51 57 63 69 72 
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（６）地域密着型特定施設入居者生活介護 

有料老人ホーム等の特定施設のうち、入居定員が 29 人以下の小規模な介護専用型特定施

設に入居する人に、日常生活上の世話や機能訓練等の介護サービスを提供します。 

 

■実績値と計画値  

年度 
区分 

実績値（令和２年度は見込値） 計画値 中長期 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和７ 令和22 

介護給付 人／月 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

（７）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

入所定員が 29 人以下の小規模な介護老人福祉施設に入所する人に、日常生活上の世話や

機能訓練等の介護サービスを提供します。 

 

■実績値と計画値  

年度 
区分 

実績値（令和２年度は見込値） 計画値 中長期 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和７ 令和22 

介護給付 人／月 52 56 54 29 29 29 29 29 

 

（８）看護小規模多機能型居宅介護 

小規模多機能型居宅介護と訪問看護を組み合わせることで、介護と看護の一体的サービス

の提供を受けることができます。 

 

■実績値と計画値  

年度 
区分 

実績値（令和２年度は見込値） 計画値 中長期 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和７ 令和22 

介護給付 人／月 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

（９）地域密着型通所介護 

入所定員が 18 人以下の小規模な通所介護施設で食事、入浴等の日常生活上の支援や生活

機能向上のための支援を日帰りで行います。 

 

■実績値と計画値  

年度 
区分 

実績値（令和２年度は見込値） 計画値 中長期 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和７ 令和22 

介護給付 
回／年 1,761 1,941 1,874 1,883 1,902 1,917 1,916 2,002 

人／月 203 218 219 226 228 230 230 240 

  



 

83 

４ 施設サービスの実績と見込み 

（１）介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

常に介護が必要で居宅での生活が困難な方の入所を受け入れ、日常生活上の支援や機能訓

練、療養上の世話等を提供します。 

 

■実績値と計画値  

年度 
区分 

実績値（令和２年度は見込値） 計画値 中長期 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和７ 令和22 

介護給付 人／月 248 284 312 340 360 380 400 460 

 

（２）介護老人保健施設（老人保健施設） 

在宅復帰を目指している方の入所を受け入れ、リハビリテーションを中心としたケアを行

います。 

 

■実績値と計画値  

年度 
区分 

実績値（令和２年度は見込値） 計画値 中長期 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和７ 令和22 

介護給付 人／月 144 137 141 141 141 141 141 141 

 

（３）介護療養型医療施設 

急性期の治療を終え、長期の療養を必要とする方の入所を受け入れ、機能訓練や医療、介護

等を提供します。 

 

■実績値と計画値  

年度 
区分 

実績値（令和２年度は見込値） 計画値 中長期 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和７ 令和22 

介護給付 人／月 1 0 0 1 1 1   

 

（４）介護医療院 

日常的な医学管理や看取り・ターミナルケア等の医療機能と生活施設としての機能を兼ね

備えた施設において、医療と介護を一体的に提供します。 

 

■実績値と計画値  

年度 
区分 

実績値（令和２年度は見込値） 計画値 中長期 

平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和７ 令和22 

介護給付 人／月 0 0 2 5 5 5 6 7 
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第３節 地域支援事業の事業内容 

 

本市では、地域支援事業として次の事業を実施します。 

 

区分 事業名 

介護予防・日常生活支援総合事業 

介護予防・生活支援サービス事業 

 第１号訪問事業 

 第１号通所事業 

 第１号生活支援事業 

 介護予防ケアマネジメント事業 

 高額介護予防サービス費相当事業 

 高額医療合算介護予防サービス費相当事業 

一般介護予防事業 

 介護予防普及啓発事業 

 地域介護予防活動支援事業 

 地域リハビリテーション活動支援事業 

その他諸費 

 介護予防・日常生活支援総合事業費審査支払手数料 

包括的支援事業 

地域包括支援センター運営事業 

総合相談事業 

権利擁護事業 

包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 

在宅医療・介護連携推進事業 

生活支援体制整備事業 

認知症施策推進事業 

地域ケア会議推進事業 

任意事業 

配食サービス事業 

紙おむつ給付事業 

認知症見守りネットワーク事業 

介護給付等費用適正化事業 

家族介護教室事業 

家族介護慰労金支給事業 

住宅改修支援事業 
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第４節 第８期計画の介護事業費の見込みと保険料 

 

１ 標準給付費見込額 

サービス給付費、特定入所者介護サービス費等給付額、高額介護サービス費等給付額、高額医

療合算介護サービス費等給付額、算定対象審査支払手数料を推計し、第８期計画の「標準給付費

見込額」を算出すると次のとおりです。 

なお、特定入所者介護サービス費等給付額と高額介護サービス費等給付額については、介護保

険制度改正による影響額を考慮したものとなっています。 

 

単位：円 

 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 合計 

総給付費 3,254,413,000 3,363,166,000 3,454,361,000 10,071,940,000 

 在宅サービス 1,453,307,000 1,482,940,000 1,495,375,000 4,431,622,000 

 居住系サービス 185,502,000 202,881,000 220,156,000 608,539,000 

 施設サービス 1,615,604,000 1,677,345,000 1,738,830,000 5,031,779,000 

特定入所者介護サービス費等給付額 164,503,027 156,157,487 156,784,315 477,444,829 

高額介護サービス費等給付額 77,855,105 78,438,257 78,733,138 235,026,500 

高額医療合算介護サービス費等給付額 9,143,000 9,270,000 9,290,000 27,703,000 

算定対象審査支払手数料 2,324,550 2,357,300 2,362,600 7,044,450 

標準給付費見込額 3,508,238,682 3,609,389,044 3,701,531,053 10,819,158,779 

 

２ 地域支援事業費見込額 

地域支援事業費の見込額は次のとおりです。 

 

単位：円 

 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 合計 

介護予防・日常生活支援総合事業費 74,880,713 82,073,872 82,431,721 239,386,306 

包括的支援事業（地域包括支援センタ
ーの運営）及び任意事業費 

69,029,000 69,029,000 69,029,000 207,087,000 

包括的支援事業（社会保障充実分） 10,495,000 10,495,000 10,495,000 31,485,000 

地域支援事業費 154,404,713 161,597,872 161,955,721 477,958,306 
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３ 第１号被保険者の保険料 

（１）第１号被保険者保険料基準額の算定 

第１号被保険者の保険料基準額は、令和３年度から令和５年度までの３か年における標準

給付費見込額（約 108 億 1,915 万円）と地域支援事業費見込額（約４億 7,795 万円）の

合計額の一定割合（23％）を、所得段階別負担割合で調整した令和３年度から令和５年度ま

での第１号被保険者延べ人数で除して求められる額を基本とし、国からの調整交付金交付率

や保険料収納率を考慮して算定しました。 

 

■標準給付費等の基本的財源比率 

市町村 
負担 

都道府県 
負担 

国負担 
調整 

交付金 
第１号被保険者の 

保険料 
第２号被保険者の 

保険料 

12.5％ 12.5％ 20％ 5％ 23％ 27％ 

 

（２）第１号被保険者の保険料段階の設定 

第１号被保険者保険料基準額を設定するに当たり、本市では、所得段階の多段階化として、

第６期計画から 11 段階設定を行ってきました。第８期計画においても 11 段階設定を行い

ます。 

 

■本市における基準所得金額の変更 

所得段階 対 象 者 
基準額に 

対する割合 

第 6 段階 

本人が 
市民税課税 

前年の合計所得金額が 120 万円未満の方 ×1.2 

第 7 段階 
前年の合計所得金額が 
120 万円以上 200→210 万円未満の方 

×1.3 

第 8 段階 
前年の合計所得金額が 
200→210 万円以上 300→320 万円未満の方 

×1.5 

第 9 段階 
前年の合計所得金額が 
300→320 万円以上 500→540 万円未満の方 

×1.7 

第 10 段階 
前年の合計所得金額が 
500→540 万円以上 1000 万円未満の方 

×1.8 

第 11 段階 前年の合計所得金額が 1000 万円以上の方 ×1.9 

 

（３）所得段階別加入割合 

第８期計画中の第１号被保険者保険料基準額を算定する際に必要となる、所得段階別の加

入者割合は、令和２年４月１日現在の所得段階別の被保険者数を基準に算定しました。 

所得段階別加入割合補正後の第１号被保険者数は 36,595 人（３か年延べ人数）と見込ま

れました。  
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４ 第８期計画における第１号被保険者の保険料算出の流れ 

 

① 保険給付費見込額 10,819,158,779 円 

② 地域支援事業費見込額 477,958,306 円 

③ 第１号被保険者負担分の対象額（総給付費）【①＋②】 11,297,117,085 円 

④ 第１号被保険者負担分の相当額【③×23%】 2,598,336,930 円 

⑤ 調整交付金の相当額【①×約 5％】 552,927,254 円 

⑥ 調整交付金の見込額【①×約 6％】 655,753,000 円 

⑦ 保険料の収納必要額【④＋⑤－⑥】 2,495,511,184 円 

⑧ 基準額に対する割合で補正した第１号被保険者数 36,595 人 

【基金の取り崩しがない保険料基準額】 

⑨ 保険料基準年額【⑦÷予定保険料収納率 98.0％÷⑧】 69,585 円 

【基金の取り崩しによる保険料基準額】 

⑩ 介護給付費準備基金の取崩額 171,400,000 円 

⑪ 保険料の収納必要額【⑦－⑩】 2,324,111,184 円 

⑫ 保険料基準年額【⑪÷予定保険料収納率 98.0％÷⑧】 64,800 円 

 

（１）保険料の試算（調整前） 

前述した保険料算出方法に、国からの調整交付金交付率や保険料収納率を調整して算出さ

れる第８期計画の保険料基準額（月額）は、約 5,800円になり、第７期計画の保険料基準額

5,100円より約 700円上昇することになります。 

 

（２）介護給付費準備基金の活用 

介護給付費準備基金は、各年度の第１号被保険者保険料の余剰金を積み立てておき、保険給

付費等に要する費用に不足が生じたときに活用するものです。令和２年度末の積立額は約２

億 7,900万円が見込まれます。 

第８期計画の保険給付費の増加や保険料改定による第１号被保険者の負担増を軽減し、介

護保険財政の均衡を保つために、このうち約１億 7,100万円を取り崩し、第８期計画の保険

料を引き下げるために活用すると、約 400円（月額）の抑制効果があります。 
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（３）第１号被保険者保険料（調整後） 

（１）の保険料基準額（月額）約 5,800円から（２）の基金を活用することにより、最終

的な保険料基準額（月額）は、5,400円となります。 

それぞれの保険料率により各所得段階別の保険料額は、次頁の表のとおりとなります。 

 

■第８期計画の保険料基準額 

 

 

■介護保険料の推移 

 期  間 基準月額 

第３期 平成18年度（2006年度）～平成20年度（2008年度） 3,000 円 

第４期 平成21年度（2009年度）～平成23年度（2011年度） 3,353 円 

第５期 平成24年度（2012年度）～平成26年度（2014年度） 4,100 円 

第６期 平成27年度（2015年度）～平成29年度（2017年度） 4,600 円 

第７期 平成30年度（2018年度）～令和２年度（2020年度） 5,100 円 

第８期 令和３年度（2021年度）～令和５年度（2023年度） 5,400 円 

  

第７期計画期間 
（平成 30 年度～令和２年度） 

5,100 円 

第８期計画期間 
（令和３年度～令和５年度） 

5,400 円 
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■所得段階別負担割合と保険料額 

所得段階 対 象 者 保険料月額 保険料年額 

第 1 段階 
基準額×0.3 

生活保護受給者及び老齢福祉年金受給者で、 
世帯全員が市民税非課税の人 

1,620 円 19,440 円 

世帯全員が市民税非課税で、課税年金収入額と
合計所得金額の合計額が 80 万円以下の人 

1,620 円 19,440 円 

第 2 段階 
基準額×0.5 

世帯全員が市民税非課税で、第１段階に該当せ
ず、課税年金収入額と合計所得金額の合計額が
120 万円以下の人 

2,700 円 32,400 円 

第 3 段階 
基準額×0.7 

世帯全員が市民税非課税で、第１・２段階に該当
せず、課税年金収入額と合計所得金額の合計額
が 120 万円を超える人 

3,780 円 45,360 円 

第 4 段階 
基準額×0.9 

世帯の誰かに市民税が課税されているが、本人
非課税で、前年の課税年金収入額と合計所得金
額の合計額が 80 万円以下の人 

4,860 円 58,320 円 

第 5 段階 
基準額 

世帯の誰かに市民税が課税されているが、本人
非課税で、前年の課税年金収入額と合計所得金
額の合計額が 80 万円を超える人 

5,400 円 64,800 円 

第 6 段階 
基準額×1.2 

本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が
120 万円未満の人 

6,480 円 77,760 円 

第 7 段階 
基準額×1.3 

本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が
120 万円以上 210 万円未満の人 

7,020 円 84,240 円 

第 8 段階 
基準額×1.5 

本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が
210 万円以上 320 万円未満の人 

8,100 円 97,200 円 

第 9 段階 
基準額×1.7 

本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が
320 万円以上 540 万円未満の人 

9,180 円 110,160 円 

第 10 段階 
基準額×1.8 

本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が
540 万円以上 1,000 万円未満の人 

9,720 円 116,640 円 

第 11 段階 
基準額×1.9 

本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が
1,000 万円以上の人 

10,260 円 123,120 円 

 



 

（白紙）  



 

 

 

 

 

 

 

 

第６章 計画の推進 
  



 

 

（扉裏） 
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第１節 計画の推進体制 

 

１ 計画の点検・評価 

本計画の進行管理にあたっては、自己評価を行うとともに、「匝瑳市介護保険運営協議会」に

おいて、計画の進捗状況を定期的に点検及び評価し、計画の推進に際しての課題の抽出とその対

応策の検討を行います。 

また、介護予防・日常生活支援総合事業の進捗状況や事業内容等については、自己評価を行う

とともに、「匝瑳市地域包括支援センター運営協議会」において、点検及び評価を行います。 

介護保険の運営状況については、市のホームページや広報そうさ等で広く市民にお知らせし

ていきます。 

 

２ 関係機関等との連携 

本計画及び関連する個別計画の進行管理については、庁内関係部局との連携により、現況調査

を実施し、計画の進捗状況と改善点を把握します。 

また、外部の関係機関の協力を仰ぎ、進捗状況の確認とともに制度改正や時代潮流に伴う新た

な課題の共有化を図る等、本計画の着実な推進に向けた幅広い協力体制の構築に努めます。 

 

３ 地域との連携 

市民が福祉サービスの利用者としてだけでなく、福祉の担い手として主体的に活動する地域

づくりを目指して、地域活動や住民ボランティアとの連携を一層強化し、各地区の意見や実情を

十分に反映させた施策推進を図ります。 

 

４ 保険者機能強化推進交付金等の活用 

平成 30 年度から、市町村や都道府県の様々な取組の達成状況を評価できるよう客観的な指

標を設定し、市町村や都道府県の高齢者の自立支援、重度化防止等に関する取組を推進するため

の保険者機能強化推進交付金が創設されました。 

また、令和２年度には、保険者による介護予防及び重度化防止に関する取組についてさらなる

推進を図るため、新たな予防・健康づくりに資する取組に重点化した介護保険保険者努力支援交

付金が創設されました。 

本市では、これらの交付金を活用して、新たな事業を展開するなど、高齢者の自立支援・重度化防

止等に向けた取組を推進します。 



 

（白紙）  



 

 

 

 

 

 

 

 

資料編 
  



 

 

（扉裏） 
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１ 策定の経過 

 

日  時 概  要 

令和元年９月 17 日～

令和２年４月 30日 
在宅介護実態調査実施 

令和２年２月３日～ 

令和２年２月 21日 
介護予防・日常生活圏域ニーズ調査実施 

令和２年８月６日 
令和２年度 第１回 匝瑳市介護保険運営協議会 

第１回 匝瑳市地域包括支援センター運営協議会 

令和２年 10 月 28日 令和２年度 第２回 匝瑳市介護保険運営協議会 

令和２年 12 月 23日 令和２年度 第３回 匝瑳市介護保険運営協議会 

令和３年１月６日～ 

令和３年２月５日 
パブリックコメントの実施 

令和３年２月 17日 
令和２年度 第４回 匝瑳市介護保険運営協議会 

第２回 匝瑳市地域包括支援センター運営協議会 
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２ 匝瑳市介護保険運営協議会委員 

 

○匝瑳市介護保険条例（抜粋） 

平成１８年１月２３日 

条例第９５号 

（運営協議会の設置） 

第１１条 法第１１７条の規定による介護保険事業計画の策定又は変更に関する事項その他高齢者の保

健福祉に関する重要事項を調査審議するため、匝瑳市介護保険運営協議会（以下「運営協議会」とい

う。）を設置する。 

２ 運営協議議会は、必要があるときは、介護保険事業の運営又は高齢者の保健福祉に関して意見を述べ

ることができる。 

（運営協議会の組織） 

第１２条 運営協議会は、委員１６人をもって組織する。 

（運営協議会の委員） 

第１３条 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 介護保険被保険者 

(2) 介護認定審査会委員 

(3) 介護保険施設事業者 

(4) 居宅介護サービス事業者 

(5) 居宅介護支援事業者 

(6) 保健、医療又は福祉に関する学識経験者 

２ 委員の任期は、３年とする。ただし、委員に欠員が生じた場合の補充された委員の任期は、前任者の

残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

４ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

５ 第２項の規定にかかわらず、特定の地位又は職により、市長が委嘱した委員の任期は、当該特定の地

位又は職にある期間とする。 

（会長等） 

第１４条 運営協議会に会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理し、運営協議会を代表する。 

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理

する。 

（会議） 

第１５条 運営協議会の会議は、必要に応じて会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 運営協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 運営協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

（庶務） 

第１６条 運営協議会の庶務は、高齢者支援課において処理する。 
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○匝瑳市介護保険運営協議会委員名簿 

 

№ 団体名（事業所名）等 役職名等 氏 名 備 考 

1 社会福祉法人 匝瑳市社会福祉協議会 会長 鎌形  廣行 会長 

2 匝瑳市民生委員児童委員協議会 理事 佐藤  栄子  

3 匝瑳市区長会 理事 勝股  一裕  

4 匝瑳市身体障害者福祉会 会長 熊切   茂  

5 匝瑳市ボランティア連絡協議会 副会長 木内  千鶴  

6 匝瑳市シニアクラブ連合会 会長 石和田 秀雄  

7 匝瑳市保健推進員会 副会長 椎名  房子  

8 匝瑳市介護認定審査会 副会長 平野   茂  

9 
社会福祉法人 昇陽会 

（特別養護老人ホーム花園） 
施設長 佐々木 寛子  

10 
社会福祉法人 九十九里ホーム 

（特別養護老人ホームシオン） 
施設長 江波戸 美代  

11 
社会福祉法人 滋生福祉会 

（特別養護老人ホーム太陽の家） 
施設長 守   一浩  

12 匝瑳市介護保険事業者連絡会 介護支援専門員 小川  俊恵  

13 一般社団法人 旭匝瑳医師会 副会長 福島  俊之  

14 一般社団法人 香取匝瑳歯科医師会 副会長 澁谷  晴夫  

15 一般社団法人 旭匝瑳薬剤師会 理事 小関  敬人  

16 国保匝瑳市民病院 看護師長 英  香代子  
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３ 用語解説 

 

ア行 

 

一般介護予防事業 

介護予防・日常生活支援総合事業のうち、第１号被保険者のすべての者及びその支援のための活

動に関わる者を対象とした事業。 

高齢者を年齢や心身の状況等によって分け隔てることなく、参加者や通いの場が継続的に拡大し

ていくような地域づくりを推進するとともに、地域においてリハビリテーション専門職等を活か

した自立支援に資する取り組みを推進し、要介護状態になっても、生きがい・役割を持って生活で

きる地域の実現を目指す。 

 

カ行 

 

介護医療院 

日常的な医学管理や看取り・ターミナルケア等の医療機能と生活施設としての機能を兼ね備えた

介護保険施設。病院又は診療所から介護医療院に転換した場合には、転換前の病院又は診療所の

名称を引き続き使用できる。 

 

介護給付 

要介護認定を受けた被保険者が利用したサービスに対する保険給付。 

 

介護サービス情報公表システム 

利用者が適切に介護サービスを選択することができるよう、24 時間 365 日、誰でも情報を入手す

ることができるシステム。介護サービス情報は、職員体制、利用料金、サービス提供時間など事業

者が自ら記入する｢基本情報｣と、調査員が事業所を訪問してサービスに関するマニュアルの有無、

提供内容・時間の記録など事実かどうかを客観的に調査する｢運営情報｣とで構成される。 

 

介護支援専門員 

介護保険制度で、要介護認定者又は要支援認定者からの相談に応じるとともに、要介護認定者等

がその心身の状況等に応じ適切なサービスを利用できるよう、市町村、サービス事業者、施設など

との連絡調整等を行う人のこと。 
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介護予防・生活支援サービス事業 

介護予防・日常生活支援総合事業のうち、要支援認定を受けた者および基本チェックリスト該当

者を対象とした事業。 

要支援者等の多様な生活支援のニーズに対応するため、訪問介護等のサービスに加え、住民主体

の支援も含め、多様なサービスを制度（総合事業）の対象として支援する。 

 

介護予防・日常生活支援総合事業 

市町村の主体性を重視し、地域支援事業において、多様なマンパワーや社会資源の活用等を図り

ながら、介護予防や配食・見守り等の生活支援サービス等を、市町村の判断・創意工夫により、総

合的に提供することができる事業。「介護予防・生活支援サービス事業」と「一般介護予防事業」

から構成される。 

 

緊急通報装置 

急病等の緊急事態が起こった際に、ボタンを押すだけでコールセンターへ通報できる装置のこと。

状況に応じて、あらかじめ登録した協力員に異常を知らせたり、消防に救急要請を行ったりする。 

 

ケアマネジメント 

生活困難な状態になり援助を必要とする利用者が、迅速かつ効果的に、必要とされるすべての保

健・医療・福祉サービスを受けられるように調整することを目的とした援助展開の方法。利用者と

社会資源の結び付けや、関係機関・施設との連携において、この手法が取り入れられている。 

 

権利擁護 

自己の権利や援助のニーズを表明することの困難な高齢者や障害者等に代わって、援助者が代理

としてその権利やニーズの表明を支援し、代弁することをいう。 

 

コーホート変化率法 

同じ年に生まれた人々の動向から変化率を求め、その結果に基づき将来人口を推計する方法。 

 

高齢化率 

65歳以上の高齢者人口が総人口に占める割合。 

 

高齢者虐待 

養護者や養介護施設従事者等による、高齢者に対する、暴力的な行為（身体的虐待）、暴言や無視、

嫌がらせ（心理的虐待）、世話をしないなどの行為（介護・世話の放棄・放任）、勝手に高齢者の資

産を使ってしまうなどの行為(経済的虐待)、性的ないやがらせなどの行為（性的虐待）などを指

す。  
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サ行 

 

サービス付き高齢者向け住宅 

日常生活や介護に不安を抱く高齢の単身者や夫婦のみの世帯のために、介護・医療と連携した、安

否確認や生活相談などのサービスを提供するバリアフリー構造の住宅。 

 

財政安定化基金 

介護保険の財政の安定化に資する事業に必要な費用を充てるために都道府県が設置する基金。財

源は国、都道府県、区市 町村から３分の１ずつ拠出し、一定の事由により区市町村の介護保険財

政に不足が生じた場合に資金の交付又は貸付を行う。 

 

在宅医療 

在宅で行う医療のこと。在宅医療としては、医師による訪問診療、看護師による訪問看護、理学療

法士等による訪問リハビリテーション、歯科医師による訪問歯科診療等がある。 

 

在宅介護支援センター 

地域包括支援センターのブランチ（住民に身近な窓口）として、地域で暮らす高齢者やその家族に

対して、介護などに関する様々な相談に応じるとともに、サービスの利用調整、申請代行など、援

助を必要とする高齢者の生活を支援する相談窓口。 

 

作業療法士 

ＯＴ（Occupational Therapist）ともいう。身体障害者や知的障害者、精神障害者などを対象に、

医師の指示のもとに各種作業を行い、心身の機能や社会復帰に不可欠な適応能力の回復をはかる

専門職。 

 

社会福祉協議会 

住民が安心して暮らせる福祉コミュニティづくりと地域福祉の推進を使命とする公共性・公益性

の高い民間の非営利の団体（社会福祉法人）。全国すべての市区町村、都道府県ごとに設置されて

おり、本市には匝瑳市社会福祉協議会が置かれている。 

 

社会福祉士 

社会福祉に関する専門的な知識と技術を持ち、身体上、精神上の障害、又は環境上の理由によって

日常生活を営むうえで支障があるものを対象に、各種相談に応じたり、助言や指導、援助を行う専

門職。 
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出生中位（死亡中位） 

出生、死亡の将来推移について、それぞれ３仮定（中位、高位、低位）を設け、それらの組み合わ

せによって９つ（＝３×３）の推計を行っているうちの、出生、死亡のどちらも中位と仮定した推

計。 

 

シルバー人材センター 

「生きがい就労」の理念から出発したもので、「高年齢者雇用安定法（高年齢者等の雇用の安定等

に関する法律）」を根拠法とし、知事の認可を受け、市町村区域ごとに設立された公益社団法人。

臨時的かつ短期的な就労の機会の提供、就労を希望する高年齢者に対する無料の職業紹介及び就

労に必要な知識・技術の講習などを行うことを目的としている。 

 

生活支援コーディネーター 

地域で、生活支援・介護予防サービスの提供体制の構築に向けたコーディネート機能（主に資源開

発やネットワーク構築の機能）を果たす者。 

 

成年後見制度 

認知症などにより判断能力が不十分となった高齢者等が、福祉サービスの利用や財産の取引等の

契約を行う時に、家庭裁判所が選任した後見人が本人の権利や利益を保護し、支援する制度。 

 

タ行 

 

第１号被保険者・第２号被保険者 

区市町村の住民のうち、65歳以上のすべての人が介護保険の第１号被保険者であり、40歳以上 65

歳未満で医療保険に加入している人が第２号被保険者である。介護サービスを利用できる条件や、

介護保険料の支払い方法が異なる。 

 

団塊ジュニア世代 

年間の出生数が 200万人を超えた第二次ベビーブーム世代（おおむね、昭和 46（1971）年～49（1974）

年に生まれた年齢層）をさす。 

 

団塊の世代 

第二次大戦後、数年間のベビーブーム世代（おおむね、昭和 22（1947）年～24（1949）年に生ま

れた年齢層）をさす。全国で約 800万人。 

  



 

104 

地域ケア会議 

地域の支援者を含めた多職種による専門的視点を交え、介護支援専門員（ケアマネジャー）のケア

マネジメント支援を通じて、適切な支援につながっていない高齢者の支援を行うとともに、個別

ケースの分析等を通じて地域課題を発見し、地域に必要な資源開発や地域づくり、さらには政策

形成につなげることを目指すもの。 

 

地域支援事業 

介護保険制度を円滑に実施するために被保険者が要介護状態等となることを予防するとともに、

要介護状態等となった場合においても可能な限り、地域において自立した日常生活を営むことが

できるよう支援する事業。 

 

地域資源 

住民の生活に関わる支援を総合的に検討する場合、地域性が重要な要素となる。地域にある人材

や各種団体とのつながりを最大限有効に活用し、積極的な事業展開を進めることが必要とされる。 

 

地域包括ケアシステム 

高齢者が住み慣れた地域で、尊厳あるその人らしい生活を継続することができる よう、住まい・

医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供されることを目指す仕組み。 

 

地域包括支援センター 

地域の高齢者等が安心して暮らせるように、日常の様々な相談を受け、介護保険やその他のサー

ビスを利用するための支援を行う拠点として設置されている。センターでは主任介護支援専門員、

社会福祉士、保健師等が互いに連携し、専門性を生かして活動している。 

 

ナ行 

 

任意事業 

介護保険制度の趣旨に沿って、市が地域の実情に応じ独自の発想や創意工夫によって実施する事

業。 

 

認知症 

いったん正常に発達した知能が、脳の病的な変化により低下し、日常 生活上あるいは社会生活上

支障をきたした状態をいう。代表的なものとして、アルツハイマー型認知症、脳血管性認知症、レ

ビー小体型認知症、前頭側頭型認知症がある。症状としては、認知機能障害（物忘れなど）、精神

症状・行動障害（幻覚、妄想、徘徊など）、神経症状（パーキンソン様症状など）などがみられる。 
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認知症カフェ 

認知症の人とその家族、地域住民、専門職が集う場所で、認知症の人を支えるつながりを支援し、

認知症の人の家族の介護負担の軽減などを図ることを目的としている。 

 

認知症ケアパス 

地域ごとに策定される、認知症の人の状態に応じた適切なサービス提供の流れ。認知症の人が認

知症を発症したときから、生活機能障害が進行していく中で、その進行状況に合わせていつ、どこ

で、どのような医療・介護サービスを受ければよいのかをあらかじめ標準的に決めておくもので

ある。 

 

認知症サポーター 

認知症について正しく理解し、認知症の人やその家族を温かく見守り、支援する応援者。「認知症

サポーター養成講座」を受講することで認知症サポーターとなる。サポーターは、「認知症の人を

支援します」という意思を示す「目印」であるブレスレット（オレンジリング）を持っている。 

 

認知症初期集中支援チーム 

複数の専門職が家族の訴えなどにより認知症が疑われる人や認知症の人およびその家族を訪問し、

アセスメント、家族支援 などの初期の支援を包括的・集中的（おおむね６か月）に行い、自立生

活のサポートを行うチーム。地域包括支援センターを始め、病院・診療所、認知症疾患医療センタ

ー、市町村の本庁に配置される。メンバーは、医療と介護の専門職（保健師、看護師、作業療法士、

社会福祉士、介護福祉士等）および専門医である。 

 

認知症地域支援推進員 

認知症の人ができる限り住み慣れた良い環境で暮らし続けることができるよう、地域の実情に応

じて医療機関、介護サービス事業所や地域の支援機関をつなぐ連携支援や認知症の人やその家族

を支援する相談業務等を行う者。 

 

ネットワーク 

福祉分野では､保健・医療・福祉の横断的組織、つながりという意味合いで使われる。英語では、

網状のもの、網状組織、放送網といった意味。 

 

ハ行 

 

包括的支援事業 

地域包括支援センターが介護保険法に基づき包括的に実施する事業を総称して指す。 
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バリアフリー 

高齢者や障害者等を含むすべての人にとって日常生活や社会生活を営むうえで存在するあらゆる

分野の障壁や障害物（バリア）を除去することをいう。例えば、道路や建築物の利用の妨げとなる

段差の解消や手すりなどの物理的なバリアフリー、点字や手話通訳等による文化・情報面でのバ

リアフリー、障害者に対する無知や無関心からくる偏見や差別などをなくす意識上のバリアフリ

ーなどがある。 

 

保険料基準額 

介護保険料は、３年間の運営期間中における介護サービスの提供に要する費用の見込み額から、

被保険者の保険料でまかなう金額を算出し、この額を被保険者数等で割ることにより算定される。

算定された基準額を 12で割ることで、保険料基準月額が算出される。 

 

マ行 

 

民生委員・児童委員 

民生委員は、厚生労働大臣から委嘱される民間奉仕者。それぞれの地域において常に住民の立場

に立って相談に応じ、必要な援助を行い、社会福祉の増進に努めており、児童福祉法に基づく「児

童委員」を兼ねている。 

 

ヤ行 

 

有料老人ホーム 

住むための「居住機能」と日常生活に必要な食事や掃除、洗濯、健康管理などを提供する「サービ

ス機能」の２つの機能が一体として提供される高齢者向けの住居。入居は、経営者側と入居希望者

との自由な契約によるもの。ホームが「特定施設入居者生活介護」の事業者指定を受けている場合

には、介護保険の適用を受けることができる。 

 

予防給付 

介護予防給付のこと。要支援１～２と認定された被保険者が利用するサービスのうち介護予防・

日常生活支援総合事業を除いたものに対する保険給付を指す。 

 

要介護認定者 

身体上又は精神上の障害があるために、入浴、排せつ、食事等の日常生活における基本的な動作の

全部又は一部について、一定期間にわたり継続して、常時介護を要すると見込まれる状態である

者。介護認定審査会において、要介護度の審査・判定の結果、要介護状態区分の１～５に認定され

た者を指す。  
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要支援認定者 

一定期間にわたり継続して、常時介護を要する状態の軽減若しくは悪化の防止に特に資する支援

を要すると見込まれる、又は日常生活を営むのに支障があると見込まれる状態である者。介護認

定審査会において、要介護度の審査・判定の結果、要支援状態区分の１又は２に認定された者を指

す。 

 

ラ行 

 

理学療法士 

ＰＴ（Physical Therapist）ともいう。運動機能が低下した状態にある人を対象に、医師の指示の

もとでリハビリテーションを行い、日常生活を送るうえで必要な基本的な動作能力の回復をはか

る専門職のこと。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８期 匝瑳市高齢者福祉計画 介護保険事業計画 

そうさスマイルシニアプラン 

令和３年度～令和５年度 

 

 

 

匝瑳市高齢者支援課 

令和３年３月 

 

〒289-2198 千葉県匝瑳市八日市場ハ 793番地 2 

電話 0479-73-0033 

 

 

 

 


